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7. 1． 数量関係の基本的考察

一般に競争というのは，ある目標物をめぐっ

て，それを手に入れたがる個体の数が目標物の

数より多いときにおこる。入学競争の場合も，

もとよりその例外ではない。われわれが現にみ

る入学競争の，社会的な規定，条件を間う場合

にも，そのもっとも表面的な答えは，全体とし

て，さらには個個の特定校について，大学や高

校の収容能力が進学志望者の数に達しないとい

う事実に求められる。そこで，われわれは，ま

ず，このような数量関係の総括的な現状把握

と，それを解釈するに必要な前提的考察を出発

点とし，その後に，そのような数量関係を発生

させている，より込み入った社会的諸条件の解

明へと進んでゆくことにしたい。

7.1.1数量関係の現状 そこで，中学から高校

への過程から始めると，例を昭和30年度にとっ

た場合， 166万の中学卒業者の中， 73％が高校

（定時制をふくむ）に入学を志願し，さらに志願

者の73％が入学を許されている 1) 。昭和31年度

では，中学卒業者の就職状況が好転したため

か，高校への進学志願者が減少して，志願率54

％となり，逆に入学率は89％の高率となった叫

これを通常制のみに限ると，入学率は 3％前後

低くなるが，何れにしても，この段階において

は，全体として志を得ないものの割合は，例年

志願者の 1~3割で，高校から大学への過程に

みられるほどの深刻さはない。ただ府県によっ

ては，公立高校における入学率が 6割台といっ

たところもあり，学区制の崩壊とともに，高校

間にも学校差が増大して，新しい入学競争の様

相を呈し始めてはいる。しかし，義務教育であ

＊執 筆 者 7. 3. 1．しま永井道雄が，それ以外は森口兼二が執筆した。
1), 2)文部省指定統計による
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る中学においてさえ補習授業を一般化し，高校

の通学区域制をゆるがし，あるいは小通学区制

のところで越境入学を激しくする根本原因の一

つが，少しでも有名大学への入学率のよい，す

ぐれた高校に子弟を通学させたいという両親の

希望に出ていることを考えるならば， rの段階

での入学競争にからむ諸間題の震諒地は，結

局，大学入試にあるといわねばならない。した

がって，以下の考察でも，われわれは，高校か

ら大学への過程を中心にしてゆきたい。

では，高校から大学への過程における数量関

係の蜆況はどうか。昭和29年をとってみると，

大学志願者の延総数は， 66万 7千で，入学者17

万 2千の約 4倍にあたっているが，この中には

もちろん，二つ以上の大学に併願しているもの

が粗当数ある。実質的な受験者数についての正

確な数値は得られないが，同年まで行わていれ

た進学適性検査を受けたものの数35万から推定

すれば，それを若干うわまわる桓度と考えられ

る。したがって，この中，実際に入学を許され

た17万 2千は，同年における実志願者の約半数

という計算も成り立つであろう。また，別な角

度から，できるだけ新しいところに光をあてて

みれば，昭和32年に高校を卒業して，国立の新

制大学に入学を志願した者の数は，延べ 109,1 

38名であるのに対して，入学を許されたもの

は， 21,831名で 5分の 1にみたない3) 。この場

合も併願はできるが，試験期日が二度に制恨さ

れているから，廷志願者数が実志願者の 2倍以

上になることはあり得ない。こうして，国立大

学志願者の場合，現役高校生の「 5分の 3」以

上が，志を得ていないことは確実である。

こうは云っても，入試地獄そのものは，何も

今に始ったことではない。たとえば，今から30

年以上も前に書かれた久米正雄の記録風の小説

「受験生の手記」などを読めば，そこに今と余

り変りのない形で存在していた試験地獄の槙様

3)文部省大学課のプリント資料による

を知ることができる。しかし，また，現在の入

学競争が，戦前のそれと異なる面を持っている

ことも事実である。その第一として，試験地獄

に関心をもち，あるいは直接体験する層の数量

的規模におけるちがいをあげねばならない。即

ち，昭和のはじめ10年間くらいをとってみると

，中学の卒業生は大体 5~6万で，ともに小学

校を出た同年令層の10分の 1にも充たなかった

のにひきかえ，現在，大学入試をこころみる有

資格者としての高校卒業生は，昭和31年度の場

合， 75万を超えており，これは 3年前の昭和28

年に中学校を卒業した 155万の48％に当ってい

るし，昭和29年まで行われていた進適受験者の

数（表2参照） から考えても，現在では，実志

願者の数が 40万人を超えるものと推定されよ

ぅ。

このことと関連して，第二の相異点というべ

きものは，戦前のそれが，もっばら特定校入学

のための入学競争であったものが，現在では，

さらに，絶対数における入学競争にもなってき

た点である。たとえば，戦袖も，官立高校に関

する限り，もっとも競争激甚だった大正15年と

昭和 2年が入学率 9.5％で10人に 1人，この両

年を除くと大正12年から昭和13年頃まで10数年

の間，大体，入学率は12~17％の間を上下して

おり， 6～7人に 1人という競争状態であっ

た4) 。ところが，一方でこのように激しい競争

があったと同時に，他方，どこということにこ

だわらなければ，中学の卒業生全部を収容でき

るしまどの余裕が，上級学校の方にあったのであ

り，たとえば，昭和10年には，高等学校・大学

予科・専門学校への入学者が60,180人で，これ

は同年の旧制中学卒業生54,447人より多かっ

た5) 。これに比して，高校卒業生が，戦前の旧

中卒業生の10数倍にふくれ上った現在では，戦

前の 3倍程度の増加にすぎない今の大学収容力

を造かに上まわる進学志望者を数えることとな

4), 5)清水義弘「試験」 （岩波新書）中の文部省年報より計算された数値
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った（表2参照）。即恥 大学の質をえらばな

くても，絶対的な入学競争のある事態が到来し

たわけである。

第三の相異点は，いわゆる受験浪人の累加現

象である。もちろん，多数の受験浪人があった

ということ自体は，何も戦後の特異現象ではな

ぃ。たとえば昭和 4年から昭和12年にわたる間

にも，中学卒業生の中，常に 1万 3千～ 1万 6

千の「家庭で勉強中の者」があった。しかし，

昭和 4年に増大したらしい浪人数は，昭和13年

に減少するまで常に比較的僅かな巾の増減を示

しているにすぎないし，この間の旧制中学卒業

生の数も， 5万と 6万の間の振幅にすぎず｀6)'

特定校に執着しなければ，どこかの上級学校に

もぐりこむことができたこと前述のどおりであ

る。ところが，最近の入試地獄においては，浪

人の累加現象が極めて顕著であり，昭和28年以

来，大学入学者中で現役志願者の占める割合は

加速度的に減少しており，その状態は，既に4.

に詳しいがここに接要を示せば，表 1のとおり

である。そうして，このような現象の発生因の

一部は，われわれが，大学側の全体的な入学許

可数，高校卒業者数，志願者数の三者を，それ

ぞれの年次的な増加率において比較するとき明

かになる。

即ち，表2に示すように，最近数年間の高校

卒業生数の増加率は，同期間における大学の入

学許可人員における増加率をはるかに凌いでお

り，大学入学志願者の数 （延べ志願者数と実志願

者の推定値である進適受験者数の増加率は，大体並行

表 1 大学入学者の現役・浪人•別

墨咤昼％）一

＼現役浪人一年i喜信年大学別I
年度

昭和28 I 67 I 24 I 9 

国立 30 I 61 I 28 I 11 

32 I 52 I 33 I 15 

28 I 64 I 28 I 8 

公立 30 I 53 I 35 I 12 

32 I 45 I 37 I 18 

28 I 74 I 19 I 7 

私立 30 I 66 I ・ 24 I 10 

32 I 51 I 31 I 18 

註 文部省統計速報およびプリ、ノトより転載

表2 最近六年間における大学入学者，入学志願者，高校卒業者の実数と増加率

年度

大学入学者 者大学入学志願者（延）
---- ・―| ― 高校卒業

進学適性検査

新制大学 短大を含む 新制大学 短大を含む
受験者

l 

26 110,255 132,057 443,851 340,829 376,251 207,274 

実 27 123,00Z 152,515 565,840 472,565 524,644 272 776 

28 129,848 162,815 585,773 504,411 569,'264 311,957 

29 135,765 172,291 680,191 583,382 667,735 3-54,479 数
30 136,467 174,011 715,916 658,343 731,598 

31 139,561 175,876 755,887 665,963 I 736,777 

員数召
26 100 100 100 100 100 100 

27 111 115 128 138 139 132 

28 117 123 132 148 149 151 

29 123 130 153 171 177 171 

30 124 132 161 193 195 
と

I 31 126 133 171 196 196 

註 文部省指定統計13号および47号より計算

6)清水義弘「試験」 （岩波新書）中の文部省年報より計算された数値
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している） の増加率は，高校卒業者の増加率を

さらに上まわっている。大学の状容規模も，昭

和26年度を基準とすれば， 31年度までに26％前

後の増加をしているが，志願者母体としての高

校卒業生は71％の増，入学志願者となれば，さ

らに大体90％の増加と見込まれるのである。昭

和31年度を堺に，昭和32年度は入学志願者数が

やや減少しているが，ともかく，このように，

毎年志を得ないで翌年を期する人の累積的増加

が，単に競争という量的な面だけでなく，漸増

する浪人粗手の競争という形で，質的にも入学

競争を強化しているわけである。

7.1.2数量的アンバランスに関する二つの観点以

上で明らかになったように，わが国では，特定

校への入学をめぐって，戦前からはげしい入学

競争があったが，戦後はさらに，高等教育機関

の収容力が，昭和10年頃の 3倍にも増えていな

がら，高校卒業生および延べ志願者は，ともに

収容力総数の約 4倍，実志願者が約 2倍もある

というアンバランスを招いている。

このような事態を前にして，あるひとは，こ

れを「進学志望者に対する大学収容力の過少」

と表現するだろうし，他のひとは道に， 「学校

収容力に対する進学志望者の過大」と表現する

であろう。この二つの表現形式は，それが数量

的アンバランスそのことの云い替えである限り

においては，実は全く同じことを意味している

にすぎないとも云える。しかし，事実において

は， この二つの表現形式は決して同じではな

く，二つの異った発想法に対応しているものと

いうことができよう。即ち，収容規模と進学志

望者の数量的アンバランスを解釈する上には，

二つの基本的な観点があり，その何れの観点を

重く見るかということで，意見は二つに分れざ

るを得ない。

第一の観点は，個人的にも国家社会的にも個

人の身につける教育というものは高ければ高い

しまどのぞましく，且つそのような教育機会は万

人にひとしく与えられるべきだとする立場であ

7)文部省社会教育局「社会教育の展望」

り，したがって，進学の志あるすべての人に，

高等教育を授けるべきだとする観点である。こ

の立場に立つかぎり，戦後，新制大学が多数設

立され，しかもその定員数の増加を過少とする

殴どの大学志望者の増大を見たことは，教育機

会の均等という理想への大きな歩みとして何よ

り喜ばしいことであり，上級学佼の収容力が進

学志望者の数を充さない場合，それは常に，学

校収容力の不足と呼ばれねばならない。

ところで，われわれは，このような一見，至

極当然な第一の観点に対して，次のような第二

の観点のあることを見逃してはならないであろ

ぅ。というのは，教育それも特に高等専門教育

というものは，個性の発達とか，単に社会成員

として基本的に必要な人格・能力の形成という

こと以上に，社会的需要にこたえて，専門的な

職業能力をもつ社会諸機能の分担者を養成する

という重要な任務を背負っているということで

ある。さらに，このような高い教育を授けるに

は，それ相応の国家的・個人的な経済的負担を

伴うのは当然であり，たとえば文部省の報告に

よると，昭和29年の青年学級生一人に対する国

庫補助金が61円，全日制高校の生徒一人あたり

704円であったのに対して，国立大学の学生に

対しては一人あたり 13万円が補助されてい

る”。これらの点を綜合して考えれば，大学収

容能力の適性規模は，ただ志願者数とのつり合

いだけで決められるべきでなく，国家の財政的

規模や産業体制，生産力の発展状況等からくる

社会的需要に照してきめられねばならないであ

ろう。

この二つの観点は，相互に排除し合う要求を

ふくみ乍らも，現実には，多くの民主社会にお

いて，第一の観点は理想的要請として，第二の

観点は現実的要請として，ともに，その教育政

策中におりこまれているものというべきであろ

ぅ。現に，わが国では，憲法（第26条） や教育

基本法（第3条） においては，第一の観点に近

いものが，うたわれているとともに，文部省で
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は，第二の観点から，昭和28年以来， 「社会的

需要に基く教育計画立案のための調査」を本格

的な規模で進行させている。どのような民主社

会でも， ＂志と能力に応ずる十分な教育をすべ

ての者に”という理想を目指しているであろう

が，一国の教育に投じ得る予算部分には当然，

限界がある。それと同時に，教育機関が，各産

業部面で現に要求しているさまざまな程度の能

力保有者を，必要数に応じて供給する体制にあ

ることがのぞましいのも云うまでもない。この

ような社会的需要を充さない人的資源の供給体

制というものは，社会的見地からみて不経済な

ばかりでなく，能力だけ身につけても，それを

使う職場のない個人の側からみれば，欲求不満

の重大な原因をつくり出すものとも考えられよ

ぅ。こうして，このような理想的要請と現実的

要請の間には，どこかに妥協点が見出されねば

ならない。わが国に関するかぎり社会的需要の

観点から今の大学の部門別収容数の適否を検討

し，適性規模を決定する仕事は，さきにかかげ

た文部省の調査研究が，答えを提供しつつあ

る。たとえば，調査報告「大学と就職」 （昭和

32年）によれば，昭和35年における職場からの

需要推定数に対して，大学卒業生は，全体とし

て，約2万 5千の供給過剰となり，特に文・史

・哲・芸術等の領域を筆頭に，いわゆる文科系

で3万余りの供給過剰，逆に理工系で 5,600の

供給不足が予想されている 8) 。もっともこれは

，現代一般の大学生が就く職種を，ほぼ学歴相

応のものとする前提に立っての国内的な需給関

係を示すものである。そこで筆者はやや方面を

替え，現在わが国の高等教育機関に学ぶ学生数

を，人口や国民所得との関係において，他の文

明諸国に比べた場合，どのような位置にあるか

を，一つの手がかりとして考察をすすめること

にしたい。

表 3は，ュネスコの統計資料から，各国の高

等教育機関（原則としてはカレッヂ，短大以上o教

員養成学校をふくむ） に在籍する学生の数を総人

ロと，円に換算した一人当り国民所得に関係づ

表3 人口および国民所得との関係における大学生数の列国比較

国

I 人口に対する学生

名 調査年大学生数総人口
の千分比 I 一人当り国疇得 ！一人当り負

A I B I担指数
0100 1日本＝ 100平 均日本＝ 100| BIA100 

千人
88,千29人3 繁゚I

千円
日 本 1954 581 6. 100 68 100 100 

米 国 1952 2301 150,697 15.3 232 688 1010 23 

英 国 1953 67 50,913 1.3 20 295 434 5 

フラッス 1953 162 42,860 3.8 58 252 371 16 

西 独 1954 132 48,994 2.7 41 180 255 16 ． 
イタリー 1951 235 47,032 3.3 50 111 163 31 

力 ナ 及‘‘ 1951 79 14,009 5.6 85 471 694 12 

ベ ルギー 1952 41 8,512 I 4.8 73 243 357 20 

オラ、ノダ‘ 1954 48 10,609 4.5 68 175 258 26 
I 

スエーデン 1952 26 7,041 3.7 | | 51 360 528 10 

ス イ ス 1954 15 4,714 3.2 49 358 526 ， 
デソマーク 1952' 17 4,402 3.9 59 

I 
268 394 15 

ノールウェー 1951 8 3,359 2.4 36 255 375 10 

印 度 1951 541 I a12. 323 1. 5 23 20 29 79 

比 島 1951 215 1,400 10.0 151 63 93 170 

註 「ユネスコ世界統計年鑑」より計算

8)清水義弘「試験」 （岩波新書）中の文部省年報より計算された数値
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けて計算したものである。まず，総人口に対す

る学生比では，日本の 6.6バーミリは，アメリ

力とフィリッピンに次いで世界第三位である

が，この数値で日本の 2.3倍を示す世界第一位

の米国は，一人当り国民所得では10倍以上であ

り，その他，英•仏・伊・酉独・スェーデン・

スイス・ノルウェー等，一人当り国民所得で

は，わが国に数倍する文明諸国が，何れも人口

比では逆にわが国の半分あるいはそれ以下であ

る。したがって，一人当り国民所得によって示

される経済生活水準において，各国国民が大学

生を養成負担する重さの程度は，わが国を 100

としたとき，欧米諸国は，すべて三分の一以下

であり，米国が四分の一，フランス・酉独が六

分の一，カナダやスイスやスェーデンなどが何

れも約十分のーで，英国になると二十分の一と

いうことになる。 （表3のA/BXlOOのらん参照）

もちろん，このような比較も，厳密に云えば，

各国での学生生活に要する費用の差や物価の差

などを考慮に入れねばならないであろうが，と

もかく，人口と国民所得を基準としてみる限り

においては，日本の大学生数は世界のいわゆる

文明諸国中の最高位を占め，例外としては，た

だフィリッピン一国があるだけである。もちろ

ん，人口比や国民所得との関係において多少お

おくても，産業体制とか生産力や需要される諸

技術の発展状況に照して，多くの人材が必要と

されるという事態は考えられる。しかしこのよ

うな仮設は， さきにかかげた，全体としての

（特に文科系の）大学卒業生の供給過剰を示唆す

る文部省の調査に照しても，また日本の産業体

制の特色が，英・米•仏・独・加等に比して，

農・林•水産等，第一次産業従事者において圧

倒的に高く，製造工業には低く，就業人口の多

い農業部面では，耕作面積の異常な狭少さと技

術の非近代性を特色としていること（表4参照）

を考え合せても，わが国にはあてはまらないで

あろう。このようにして，わが国の大学収容力

は，世界の常識に照して云えば，異常に多いと

いうことになろう。しかもこれだけ多い大学収

国 名

表4 列国の産業別就業人口構成と単位耕地当り人口

産業別就業人口構成 (1) 1耕地km苧り農業

調査年次 l晨韮林・ 1鉱・工業 1商 業述輸・通信1その他 (2) 
労働力人口

％ ％ ％ ％ ％ 人
日 本 1955 41.1 23.8 15.3 5.2 14.6 376 

英 国 1951 4.9 47.4 14.1 9.4 24.2 15 

米 国 1950 12.2 34.7 18.5 8.3 26.3 4 

西 独 1950 23.2 42.2 9.6 5.9 19.1 59 

フ ラ ン／ ス 1954 27.7 35.6 15.1 6.1 15.5 35 
ィ ． 夕 リ 」 1954 39.7 29.4 10.2 4.4 16.3 48 

力 ナ ダ 1956 16.2 35.2 19.2 9.0 20.4 2 

印 度 1951 70.6 10.7 5.8 2.3 io.6 

註 (1)はI.L.O.労働統計年鑑による国勢図会所掲の数値

(2)はF.A.O.年鑑より計算された国勢図会所掲の数値（調査年次は1951"-'1954) 

容力をもなお過少とする殴どの進学志望者が，

現に世界に殆ど類を見ない殴どの入学競争を展

開しているというのが，わが国の現実だと考え

ねばならない。

ところで，かりにいま上に述べてきたような

全体としての数量的なアンバランスが，人口論

的な自然条件の変化によって，あるいは何等か

の人為的手段によって解決されたと仮定して

も，それは決して入試地獄の最後的な解決など

を意味するものではない。このことは，十分の

収容力があった戦前にも，官立高校など，今の

一流大学におとらぬ入学競争が行われていたこ
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とを考えれば，すでに明らかであろう。即ち，

入学競争は，大学と名がつきさえすれば，どこ

でもいいから入ろうという入学競争ではなく，

浪人してでも特定の大学に入りたいという入学

競争でもあるからである。したがって入学競争

の解決策として大学の収容規模を，いま以．Kに

大きくするということは，社会的需要や国富と

の関係において疑問であるとともに，効果的に

も，多くを期待し得ない方法であるといわねば

ならない。そうして， このような検討を通じ

て，われわれの答えるべき課題への接近方法も

漸く明確になったものということができよう。

即ち，それは志望者の多さに比して大学定員の

不足している社会的原因を問うことではなく，

「国の貧しさにもかかわらず，何故，これ殴ど

多くの青年が，大学，それも特定大学への入学

を目指して集るのか」という問いへの答えを，

日本の社会的条件の中に求めることに他ならな

いであろう。

7. 2 学歴の意味に関する社会史的背景

多くの青年やその両親たちが，他国には見ら

れない保どの熱心さで，上級学校への進学，そ

れも特に有名大学への入学に固執するのは何故

か，これが前項の終りに達したわれわれの設問

である。ところで，この問いに対しても，いろ

いろな答え方ができようが，それを一言で要約

するならば，結局わが国の青年なり両親なり

が，学歴に対して，特別に高い評価を与えてい

るという事実に帰着しよう。即ち，多くの両親

が骨身をけずるような困難に耐えても，子弟を

大学まで進ませようとし，あるいは，青年も親

たちも，能力や適性とのつり合いを二の次にし

て，甚しい場合は， 6～7年もの浪人生活をし

てでも有名大学にかじりつこうとするのは，彼

等が，そのような大学出の学歴を身につけるこ

との値打なり，意味なりを，それだけの犠牲に

価するものと評価しているからに他ならない。

9)唐沢富太郎：日本人の履歴書

では，このような評価の形成を促してきた条件

は何か。われわれが，この問いに立ち向おうと

するならば，まず，過去の日本社会において，

学歴のもってきた社会的意味内容の検討から始

めねばならない。

7.2.1．明治の国情下における官吏と帯国大学徳川

期のように，職業や社会的地位が専ら世襲で決

っていたような社会では，社会成員が平等な資

格で能力の優劣を争うという条件そのものが完

全に欠けている。このような時代の学校とは，

その大部分が，将来，重要な地位につくことを

制度的に保証され，予定されている特別な階層

の子弟に，将来の準備教育を授けるところだっ

たと云って差支えない。衆知のように，わが国

の国民教育制度は明治 5年の学制改革に始まっ

たが，それ以前の教育機関といえば，時の政治

的支配階級だった士族の子弟に，治者階級とし

ての武技・教養を授ける幕府の学校や藩校と，

それとは教科内容において断絶している一般庶

民のための私塾「寺小屋」であった。

即ち，武家の子弟の受ける教科内容はそれを

もって世に君臨する武芸と，中国古典である四

書五経を，主に素読を通じて学ぶことであり，

それは，単純な「よみ・かき•そろばん」だけ

をおさめる庶民には，手の届かない階級シンボ

ルであったということができよう。元東大総長

の山川健次郎氏は， 自ら体験した武家の教育

を， 「児童には経書のむづかしい理屈などは分

らぬから，いわゆる素読であって，単に字を覚

えたり，支那の歴史の一部を知ったりするだけ

で， （四書五経の主内容であるしまずの）倫理上の教

育ということは行き届かなかった」と懐古し，

また，同じく，このような教育を受けた手島精

ー氏は， 「実に昔の少年は不幸なものであっ

た。外国のことはもちろん，内国の事隋すら分

らない。専門教育といえば，ただ漠文と武芸の

み，その知識はまことに浅薄なものであった」

と述懐したといわれる g) 。しかしこのように，
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学ぶ治者階級の子弟自身にも，非実用的でいか

めしい漠学は，その故にこそ，百姓•町人にと

っては，生れかわらねば望むこともできない武

士という階級身分と同じ位，及びがたい威厳と

高紋性を感じさせていたのではなかろうか。い

いかえれば，直ちに実用に連る町人学とは，数

等かけはなれた治者階級の「高級学間」がある

という，身分的学問観を背景としたまま日本の

大衆は明治新政と，それに伴う教育改革や西洋

文物の輸入を迎えたものだと云ってみることも

できるであろう。

さて，わが国は，明治維新によって，従来の

世襲的身分制の壁が法制上とり払われ，親の職

業や地位に制約されず出世をのぞみ得る機会が

増大した。しかし，明治新政治以後も，わが国

の教育機関は，指導者養成のための教育系統と

一般大衆のための教育系統という複線型をとっ

て発逹したばかりでなく，この複線型は，入っ

てくる子弟の前代的階層所属と強く対応したま

まであった特徴をも指摘することができるであ

ろう。

まず，明治 5年の新学制施行に伴う「仰出

書」には， 「人々自ら其身を立て共産を治め共

業を昌にして以て共生を遂ぐるゆえんのものは

他なし身を修め智を開きオ芸を長ずるによるな

り而して其身を修め知を開きオ芸を長ずるは学

によらざれば能わず是れ学校の設あるゆえん」

であり， 「学問は身を立るの財本ともいうべき

ものにして誰か学ばずして可ならんや」と説か

れた。また，これに伴って，地方で出された布

告の一つは「成人の上では立身して親も安楽に

養い，其身も富有に活計されるようにとの御趣

意でござる」と説している10)。これらの記録か

らも明かなように，明冶 5年の学制改革に関す．．． 
る上からの説得法は，学問を，はっきり立身の

資本であるとし，教育が階層上昇や生活安定の

手段となり得る点を強関している。しかし，こ

れらのよびかけは，実のところ主として小学校

10), 11), 12)小川太郎：立身出世主義の教育

への就学奨励を目的とするものであった。そう

して，このような，よびかけにもかかわらず，

施行後20年を経て，なお小学校への就学率は約

5割にとどまり 11)，とくに最初の間は就学して

も一年半位でやめてしまうものも多く，就学年

限も最初予定された 8年を 4年に改め，授業日

数も年に 4ヶ月でよいというような誼歩を余儀

なくされた12)。このように，四民平等のかけご

えにもかかわらず，事実においては，明治中期

までは，約半数の家庭が，子弟を小学校にさえ

行かせたがらず，あるいは行かせたくても行か

せることができなかったのである。ところが，

このように，大衆の初等教育の普及状態が四割

にも逹していない明治10年には，一方で，幕府

の開成校が幾変転を遂げた後，東京大学（明治

19年帝国大学と改称）が誕生している。

幕末に鎖国のヴェールをとってみて，いやお

うなく目の前につきつけられたのは，欧米諸国

とわが国との間につけられてしまった，比較し

ようもないほど大きな文明のひらきであった。

そうして，このようなおくれをとりかえすため

の文明開化と，不平等条約の撤廃につながる富

国強兵こそ，維新とともに，わが国が自らに課

した国是であったと云える。こうして，資本主

義を発逹させて急速調な生産力の向上をはか

り，一日も早く近代国家の体裁をととのえねば

ならないという当時，緊急の必要は当然の結果

として，政冷・経済・技術の諸領域で，多くの

専門家や指導層の大量養成を強いたのであっ

た。そうして，このような国家的要請にこた

ぇ，エリートを生み出す機関として発達せしめ

られたものこそ帝国大学に他ならない。 「帝国

大学ハ国家ノ須要＝応スルヲ以テ目的トス」と

定めた帝国大学令第一条に，その直載な性格づ

けが見られるように，帝国大学は明冷新政府と

一体の国家慢関として，国家の要請する人材養

成の任に当ったのである。しかも，その人材養

成の焦点が，明治新政の行政面における中堅官
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僚の養成にあったことは，帝国大学総長は法科

大学長をも兼ねるよう規定されていた （帝国大

学令第六条，但し明治26年廃止）ー事の中にもうか

がうことがでぎるであろう 13)。そうして，この

ような官僚を始めとして，将来の専門的・管理

的な職業と地位を約束する帝国大学への道は，

中学（明治27年までは尋常中学校）を終えた後，専

ら大学の教養課程としての高等学校 （明治27年

までは高等中学校）という，少数者だけのための

レールとして布かれたのである。中学校です

ら，士族出身で過半が占められていた当時，こ

のような長い準備期間を要する出世コースを歩

み得たものの社会階層が，最上層とは云えない

までも，士族出身の中層以上に限られ，一般多

数階層の子弟には容易にのぞみ得ないものであ

ったことはいうまでもない。この点，清水義弘

氏が文部省年報から，算出された，発足当時の

東京大学予備門在学生の出身族籍において，明

治11年には81.82%，明治15年に70.05%，明治

18年でも61.70％までが， ー割にも足りなかっ

た筈の士族で占められていたという数値は，そ

の推測の足場になろう。

ところで，帝大出の俊英たちが，当時，社会

からうけた待遇は，今日の常識では考えられな

ぃしまど高いものであったが，これには前述の専

門・管理職に対する国家的需要や保護といった

事清に加えて，徳川身分制度における武家・役

人対町人・百姓という絶対差の堕性が，そのま

ま，新政後の役人対庶民関係の中にもすべりこ

み，社会心理的背景として大きく作用していた

というべきであろう。もちろん，明治新政後の

官吏登用は，身分によらず，学問オ識によるこ．．．． 
とがたてまえとされたけれども，事実として

は，明治新政府の大臣級の中には各藩の諸侯ク

ラスが多かったし，官吏一般が，解体された封

建士族層の出で占められていた。たとえば，明

13)皇至道：大学制度の研究
14)辻清明：日本官僚制研究

15)洋洋社：明治文化史（生活篇）
16)唐沢富太郎：日本人の履歴書

17)東洋経済新報社：明治大正国勢総覧

治13年ですら，なお中央地方官吏の74％は，士

族出身であったといわれるい）。そうして，この

ような士族出の役人と一般庶民の間柄は， 「一

般庶民は，月給とりの官員様と聞けば，誰も彼

も低頭平身して旦那様御持仏様と尊敬し，……

…官員様はまた人民を以て自己の家に畜える犬

猫同様に心得（開化間答）」 15）という状態であっ

た。やや時代は下って，明治16年の当時でも，

文部省「小学作法書」の巻ーに， 「（九）大

臣，参麟，卿輔，醗官，将校，書記官，府県知

事，県令その他官位にある人に対しては敬礼

し，車にあえば路傍によりてこれをさくべし

(+)警部巡査および憲兵は，途中においても

路を譲りて失礼すべからず」と教えられていた

という 16)0 

ところで，明治 4年以来，月給制となった明

治初期の高級官吏たちの俸給というものは実に

めぐまれたもので，立身出世の糠本として，青

年たちのあこがれの的となるに十分であった。

このことは，たとえば，米価が一石五円八十銭

程度で17)，今の二千分の一にすぎなかった明治

8年に，勅任官である大政大臣や参麟の月給が

800円から500円（今の 100万円にも相当するであろ

う），判任官九等（学校の教師が官吏として遇され

た明治5~6年頃，中学校教授の一番下が判任官九等

で，助教は十等以下，当時国立大学教官は最低月給

100円から最高 400円支給されていた）で， 今の大

臣級の待遇を受けていたことによってもうかが

える。もともと中堅官僚の養成を重要な目的の

一つとして設置された東京大学は，このような

官吏に対する手厚い待遇や社会的尊敬を下地に

登場したのであった。

これらの官員になる道が，一般には，旧士族

や相等に家産のあるもののみに開かれていたも

のであることは先にもふれたが，明治初期か

ら，一般庶民の間にも，立身出批熱が異常な高
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まりを見せていたのも事実である。そのうらづ

けとして，上からのよびかけだけでなく，実質

的にも徳川期に比べれば，階層間上昇のチャン

スが拡大していた。何よりも明治新政の指導者

そのものに，武士の出身とは云え，殿様・家老

級ばかりでなく，新しく拍頭した軽格壮年武士

層の実力派が参加していたことが，立身出世熱

の下地をつくっていたというべきであろう。そ

れに加えて，法制上の身分制撤廃に伴う啓蒙と

して呼びかけられた四民平等の風潮は，一般青

年層の胸にも「去年ノ蒼生ハ，今ノ参議。昨日

ノ傭夫ハ，今日ノ大輔（説論要略）」の夢をいだ

かせた。さきにもふれたように，この立身出世

の典型が官僚であったために，明治12年あたり

から法律私学校プームを生じ，現在の法政・専

修•明治・中央等諸大学の前身が何れも法学校

として明治10~20年の間に誕生したことは衆知

のとおりである。そうしてこれらの私立の法律

学校に学んだ人から，かなりの指導層が，法曹

界・実業界・政界・文学界等で名をなすことに

なった。

しかし，ここに忘れてならぬことは，これら

の私立学校は，誕生後なお相等長年の間政府か

らも，従ってまた世間からも国立の帝国大学に

並ぶような大学としては扱われず，大学専門部

と名乗り始めたのが，漸く明治35年から36年に

かけてであり，大学令に基く大学として， 「X

x大学」と公称し得たのは，正確に云えば，大

正 9年になってからのことである。従って，そ

れまで，一般に「学士さま」扱いを受けて，

「嫁にもやろうか」と親心をかきたてたのは，

帝大出の学士さまであり，官僚を始めとして，

かたい出世コースをのぞむ者にとっては，帝大

出であることが殆ど必須の条件であった。この

ことは，すぐ後に，名士録における帝大出の碑

占状態や，職場における官立と私立の待遇差と

して，詳しくふれる機会がある。

何れにもせよ，明治初期の高扱官吏の待遇

は，前述のとおり，極めて高いものであり，そ

れだけに，若人のあこがれの的にもなったので

あるが，時代が下るにつれて，官吏の数も飛蹟

的に増加し，その待漬遇も相対的には低くなっ

た。たとえば，職人の平均賃銀は，明治大正国

勢総覧（東洋経済新報社刊）に収録されている諸

数値から計算して，大体，明治20年乃至25年頃

を標準にみたとき，明治40年前後に 2倍になっ

ているが18)，官吏の場合は，明治18年の俸給令

に定められた金額に対して，明治43年に漸く 2
，， 

割 5分の上昇をみた程度である。しかし，この

間にあっても，高等文官試験にパスした帝大出

がやがて占めることになる奏任官・勅任官等が

受けていた待遇というものは，学歴のない下級

官吏とは格段の差があり，他の諸職業に比較し

ても，やはり最高の待遇を受け得た地位の一つ

であることを失っていない。

まず，一様に官職に身を奉じる立場にあって

も，地位によって，どれしまど待遇J::大きな差が

あり，また人員構成上のピラミッドができてい

たかということは，東京（帝国）大学出の人び

とが要職につき始めた明治20年以降明治年間の

官職別人員とその一人あたりの年俸を調べると

き，明瞭になる。表5は，明治大正国勢総覧の

数値を基礎に計算したものであるが，これによ

れば，勅任官一人あたりの平均年俸 4,000円前

後に比して，奏任官は約 4分の 1の 1,000円見

当，判任官となると勅任官の15乃至20分の 1'

雇員は20乃至40分の 1であったことが分る。

なお，他の職業よりも役人が，明治期を通じ

て，比較的恵まれた地位にあったことは，帝大

出の青年が実業方面よりも役人になることを目

指したことにあらわれており，このことを示す

例として，明治44年に東京帝国大学を出た現経

団連の会長石坂泰三氏は次のように語ってい

る。 「（帝大を）卒業したのは明治44年である。

そのころ，最高の秀オは大学に残り，ゆくゆく

は教授になるのがなによりのfままれだった。…

大学の先生の次は役人になること，その次のも

18)東洋経済新報社：明治大正匿勢総覧， 366頁より計算
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表 5 明治期の官吏人員と平均年俸

官職 勅任官 奏任官 判任官 雇

人員 1年俸一人当リ人員年俸一人当リ人員年俸一人当 1J1 人員年犀―一人当〗
I 単位1 単位円 1 羊位1 早位円 ＼ 早位1 早位円1 1 単位1 卓位円

年代明治

20年

30年

40年

千円 ＼ 千円 i 千円＼ 千円I
151 612i 4,053 3,402 2,998 881|25, 421 5, 204| 205 15, 140 1,712'113 

2101 887 4, 2241 4, 316 4, 317 1, 000II38, 5421 8, 5091 221122, 692 3,391 149 

416 1,707 4, 1031 6,5-981 7,831 1, 187 1 52, 057 334193, 130 17,750 191 
I 

註 明治，大正国勢総覧より計算したもの

のが実業方面に行くという順序だった19'。」石

坂氏は逓信省に入り，判任官をまる三年やって

高等官の待遇をうけるようになっているが，こ

の判任官の初任給が月給45円，高等官になって

からの初年俸は 1,100円であった。石坂氏は，

この45円という初任絡を説明して「当時の貨幣

価値は， ざっと現在の 500倍と考えていいか

ら， 45円は22,000円殴どに当る。何しろ三つぞ

ろいの背広が26.7円からあり， 30円出せば相当

いいものが買えた。」と書いている。このこ

ろ，石坂氏のうけた俸給は，明治43年 3月に改

正された，勅令第 134号「高等官等俸給令」お

よび勅令 135号「判任官俸給令」に基くもので

あるが，この両俸給令は，前述のとおり明治18

年に定められて以来施行されてきた従来の俸給

の凡そ 2割 5分増俸となっており，明治18年こ

ろより，大正にわたって，官吏の俸給は，比較

的変動が少なかったのである。

大学を出たばかりの官吏がこの程度（月給40

~50円）の俸給をうけていた当時， 社会の下半

分には，たとえば，日給 5銭 (30倍しても 1円50

銭）の女エがいたり，機械工場労働者が「月給

賃銀にせよ，受負賃銀にせよ，之を十時間労働

の上に得る賃銀は，最初工場に入る際は20銭乃

至25銭にして通例30銭乃至35銭なるは最も多

<，」 20) 「小作人の一年間に得る所，之を五反

歩耕作する中等小作人に選ぶも， 50円に出づる

こと頗る難い」 21'事情があったりした訳であ

19) 日本経済新聞：私の履歴書

20)横山源之助：日本の下層社会

21)横山源之助：日本の下層社会

る。明治30年当時の，このような下級隊層と大

学出の官僚とのへだたりは，現在＝コヨンと呼

ばれる日給 300円前後の日傭労務者と，大学出

六級職公務員試験合格者が官庁でうける初任給

との間に殆ど差という tまどの差もない今日と比

べて，どれ殴ど大きなものであったかを知らせ

てくれるであろう。

明治期の社会過程において，官吏と帝大のも

つ意味の一端は，以上のようなものであった。

幕末，列国の資本主義攻勢下に鎖国をといたわ

が国では，以後の近代的国家体制の確立にして

も，資本主義の促進にしても，それが，政府自

体の強力な指導性においてのみ進められ，従っ

てまた，日本社会の指導層を送り出すべき高等

教育機関も，官僚養成といった国家的顧慮と大

きな国家的保護の下に「帝国大学」として設立

されたものを中心に発達してきたという特徴が

極めて濃厚である。そうして，このような社会

史的特質が，その当然の結果として，一般社会

人の出世・成功観念の中に，国家官僚への極め

て高い評価と，さらにそのための橋となるべき

官立大学への大きなあこがれをしみこませたの

であった。 「…… （帝国大学の）法科大学文科

大学及旧東京大学法学部ノ卒業生ハ高等試験ヲ

要セス試補＝任スルコトヲ得（明治20年7月勅令

第37号，文官試験補及見習規則）」たり，廃止後も

文官試験の委員が帝大法科の教授で，帝大を出

ることが，司法・行政・外交等の中堅官僚に通
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ずる道であっただけでなく，東京大学法学部の

卒業者は「検査ヲ須ス」弁護士（当時の代言人）

を営業したり（明治12年の司法省逹），医学部を

出れば「試験スル事ヲ要セス」医師が開業でき

ることになっていたとすれば，出世手段として

帝国大学に固執する風潮が一般的につくられて

いったことに，何の不思議もないであろう。

7.2.2．学歴の社会的意味上にのべてきた明治期

における帝国大学と官僚との結びつきは，戦前

の日本において，学歴のもっていた意味内容を

示す，一つのシンボリックな社会史的布石だっ

たということができるが，明治30年には，東京

の他に京都にも帝国大学ができたのを始めとし

て，以後，官立・私立の専門教育機関が増加・

充実するに従い，学歴の社会的意味も，規模に

おいて，過去とは比餃にならない程ひろい層に

関係するものとなった。そこで，つぎに，より

一般的な過去における学歴と成功・出世とのつ

ながりを取上げてゆこう。

出世と学歴 まず，われわれが，官界•財界・

政界・学界等について編まれた， I任意の名士録

・人名録のたぐいを取り上げて，その学歴構成

を洗つてみるなら，今日，名士といわれる人達

が過去に歩んできた生活舞台において，学歴が

どれだけものを云ってきたか，という事実を端

的に知らされるはずである。われわれは，その

概括的把提の手段として三つの代表的な年鑑の

人名録をとりあげ，その学歴別構成を紹介する

ことから始めたい。

表 6は， 1956年版「朝日年鑑」の別冊， 「人

名・会社・団体要覧」の人名録を集計したもの

である。この人名録におさめられていたのは，

3117名であるが，官界・学界・実業界では，何

れも，旧帝大出身が過半を占め，全体として62

.6％を数える。これにその他の国立の大学。専

門学校出を合わせると丁度全体の 4分の 3であ

る。特に歴史の最も古い東大出の進出は，芸能

界を唯一の例外として他のすべての領域で，他

を圧している。逆に高等教育機関を出てない人

逹で，人名録にのせられているのは，僅か 3.8

表 6 朝日年鑑「人名録」の学歴別構成

こ --学

界政 界実業界官 界文学界芸能界その他 計

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
東 大 55.6 21.6 39.5 67.7 39.1 7.9 25.0 44.2 
且•し. 大 14.4 9.0 6.5 6.1 5.3 1.1 6.6 10.8 

その他の旧帝大 7.0 3.6 4.9 1.6 1.2 0.4 4.9 

（旧帝大，小計） 77. 1 34.2 51.0 85.5 45.8 9.4 31.6 62.6 

学その・専他門の国学立校大 6.9 6.9 20.3 1.6 6.1 51.9 2.6 12.4 

早 大 3.7 13.0 
l 

5.5 15.9 0.7 9.2 6.7 

慶 応 2.3 3.6 8.3 1.6 9.8 3.8 7.9 4.5 

学そ及の他び専の私門学立大校 4.4 24.0 5.6 11.3 11.5 13.9 21.1 9.7 
i 

その他の学歴 2.8 18.0 8.6 10.6 20.3 27.6 3.8 

（計） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

対 象 数 1612 444 394 

％にすぎない。われわれは，なお人名録編さん

者の名士選択規準における主観性を警戒する目

的と，朝日年鑑人名録における，中等以下の学

歴に関する簡略さをカヴァーする目的で，他の

62 375 266 76 3117 

二つの年鑑の人名録を部分開査で検討した結果

を附記しよう。

即ち表 7は昭和 30年版「毎日年鑑」所掲の

「日本人名鑑」から最初の 1,000名を抽出して
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集計したものである。表に明らかなように，こ

こでも調査対象にえらんだ名士の中， 73％まで

が大学出， 88.5％までが専門学校以上の卒業者

となっており，朝日年鑑の93.2％殴どではない

にしても，名士と学歴との強いつながりを示し

ている。また，大学出の中でも，東大出の占め

る割合の比倒的な多さ，特に，さきにもふれた

「官界」については，棚本としてとられた高等

官公職の73％までが赤門であるといった点，大

体，朝日年鑑の場合と一致する。これらからし

ても官僚の地位・待遇の高かった時代に，出世

のための赤門執着は，権威主義とばかりは云え

ず，むしろ事実に則した正当な適応打算であっ

たというべきかも知れない。つぎに，このよう

な学歴と出世との関係を，さらに正確に比較す

るために，表 7を，昭和25年の国勢調査の結果

表 7 人名録の学歴別構成及び学歴別名士発生度

---------̀̀ 学歴
-----＿領域

------
高等小学校卒業まで

中学校卒業

専門学校卒業

大学卒業

学

も0
/
 

―
―
$
．
 

界

7
 

4

5

 ，
 

官
．

．

 

＇ 

％
 5

0

5

0

 

．
．
．
．
 

1
-
{
1
n
5
6
5
3
 

1

7

 

、子別％

男歴
の学

上の9JA9
以ロ702251

オ人
30全比

/0 
0/ 

95 
界

42 

9&1566 
政

も界。／
5104 •••• 903 6 7 2 

才甘＇

も界。ノ
3377 ．． 71 

， 
00 

1東 大 1； 
39.0 72.8 55.2 31.1 I 3-2.9 

京大 8.6 5.4 16.3 8.3 6.5 

その他の旧帝大 3.5 4.4 5.9 2.5 2.4 
大

東京商大 2.7 5.4 1.8 5.0 1.8 

学 その他の国立大 0.9 2.2 1.0 2.3 

の （国立大学 小 計 ） 54.8 90.2 80.2 46.9 45.9 

内 早 稲田 5.7 1.1 4.5 3.7 7.1 

訳
慶 応 3.5 2.2 1. 1 7.1 1.8 

その他の 公私立大 6.4 2.2 3.1 4.5 11.8 

（公私立大小計） 15.6 5.5 8.7 15.3 20.7 

悔 外 の 大 学 l 2.6 I I 2.8 1.2 I 

標 本 数 |1000 1 92 1 288 I 241 170 I 11,682,000 

註 （1) 昭和30年版「毎日年鑑」日本人名録の集計及び国勢調査より

(2) 職種は四種のみをとったから，その合計は標本：合計にならない

(3) 名士発生度
高小卒中卒高専卒大学卒

（高小卒を 1とした場合の割合）
1 I 3.5 I 39、 495

(4) 学歴を必要としないで名士となれる職業の主なもの

娯楽・スボーツ関係，作家，地方政治家

に照し合わせ乍ら，学歴別の名士発生度合の形

で開べてみょう。毎日年鑑の場合，人名録にあ

らわれた名士の年令別構成は30オ以上でその99

％までが占められ，また性別では99.3％までが

男性で占められているから，その発性是集団

は，昭和30年現在で30オ以上の男子に限定して

よいであろう。そこで昭和25年の国勢調査にお

ける25オ以上の一般男子（即ち昭和30年には30オ

以上） について，その学歴別構成をとってみる

と，教育歴 0~8年（高等小学校卒業まで） のも

のが， 70.9%, 9 --13年（それ以上，旧制中学校

卒業程度までのもの）が22.1%, 14--16年 （それ
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以上，専門学校卒業程度までのもの）が5.1%,17年

以上の教育歴（旧制大学卒業以上）をもつものは

1.9％となっている。したがって，母集団人口

の約70％を占める高小卒までの学歴階層から，

全体の 5.5％の名士を発生させた率を基数 1と

して計算すれば，それ以上の学歴階層の名士発

生倍率は，中学卒業程度の階層では高小卒階層

の 3.5倍，専門卒租度では39倍，大学出になる

と 495倍という数値が得られる。創立以来昭和

12年までの卒業生総数が約 4万，昭和25年当時

までのものをふくめても 6万に足りぬ東大卒業

者の中，今日なお蜆存している人逹だけで，名

士の約 4割を独占している東大の名士発生率な

どいうものを高小卒程度までの学歴層に比較す

るならば，その発生倍率は，いくらひかえ目に

見積っても，優に二万倍を超えるものと推定さ

れる。毎日年鑑と同じように，昭和30年版の時

事年鑑の人名録をア行から順に， 903名とって

計算した結果も，表8に示すとおり，朝日年鑑

や毎日年鑑の結果と殆ど差のない数値を示して

いる。

表8 1955年度，時事年鑑人名録の学歴別構成

（数字は％）

~ I tt I ??;~ I 学歴
吋 官界，学界財界政界

高中等学J卒J校遇業芍卒ま交業で
1, 4o1 | , 

1,4 2,2 

4, 5,2 3,3 

専門学校卒業 12, 3,5 3,4 15,2 6,6 

大 学卒業 73,6 93,0 95,9 74,0 83,6 

内東大卒業 42,4 75, 91 61, 3 37,9 47,9 

不 明 8,9 3,5 O,] 4,2 4,3 

標本数 1 9031 581 261! 211J 92 

註 戦種は四種のみをとったから，その合計五五玩

合計にならない

ところで，このような学歴と立身出世との深

いつながりは，何も名士録にのる殴どの名士の

場合だけにあらわれるものではない。社会から

比較的高い尊敬や厚い待遇を受けることのでき

る更に巾の広い職業や地位のすべてが，学歴と

強く結びついている。昭和27年尾高邦雄氏をチ

ーフとする日本社会学会のメンバーによって，

日本の六大都市にすむひとびとの職業評価が調

査されたことがあった22)。その結果によると，

格付けの項目としてえらばれた，靴みがきや露

天商人から府県知事にいたる30の代表的職種の

中，上位6種は，どの都市でも同じものがえら

ばれており，その平均的序列は，府県知事・大

学教授・裁判官・大会社重役・医者・官庁の課

長の順であった。この中，大学教授・裁判官・

医者などは，大学を卒業していることが殆ど決

定的な必要条件だから，改めて，その学歴別構

成など問うてみるまでもなく明かだが，全国官

公庁の課長以上とか，企業体の管理職の場合

も，大学卒は，他の学歴層に比べて，圧倒的な

比重をもっている。

たとえば， 1956年版の「日本官界名鑑（日本官

界情報社）」から「10分の 1」の抽出比で 1,287

名の，中央および地方官庁における課長以上の

学歴を調べた結果は，表9に示すとおりであ

る。この場合も，発生母集団としての同年令層

における全体的な学歴別人口構成を考え合わせ

てみるならば，せいぜい全体の 2％にすぎない

大学卒が，課長以上のボストの半数を占め， 98

％に及ぶ専門学校以下の学歴層に拮抗している

ことになる。また，農林漁業をふくむ民営事業

所に関しては，文部省の「職種と学歴」に関す

表9 日本官界名鑑における官界の学歴別構成

儘辿出比 1/10)

出身学歴別 中央地方 計

％ ％ ％ 
国立大学出身 47.84 27.65 40.01 

その他の大学出身 8.63 13.03 10.35 

大 学 出 身 計 5.5.47 40.68 50.36 

高 専 出 身 15.74 31.26 21.75 

中 学 出 身 9.32 16.43 12.12 

その他および不明 18.40 11.63 15.77 

標 本 数 788 499 1287 

22)日本社会学会調査委員会編：日本社会の階層的構造
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る調査が，両者の対応関係を雄弁に立証してお

り，結果は，表10に示すとおりであった。

学歴と社会的待遇 現代の日本社会で，一応出

世したということのできるような人びとが，過

去の，その出発点において，どのような学歴を

身につけていたかということは，以上で大体，

明かであろう。しかし，これが，能力のある人

びとだけが高等教育を受け，それによって，さ

らにみがきのかかった能力に対して，出世が与

えられた結果を示すだけのものとすれば，別に

表10 職種と学歴の対応関係

戦 種
初等教中等教高等教 き-J育出身育出身育出身1 叶

% ％ % ％ 
管理的撒務従事者 11.91 26.30 61.791 100.0 

事務従事者 |24.47 55. 72 17.911 100.0 

技 術 者 35.23 37.13 27.641 100.0 
医療保健従事者およ 29.21 30.68 40.111 100.0 び専門的職務従事者
その他の職務従事者 88.31 11.13 0.561 100.0 

註文部省「職種と学歴」 昭和30年 14頁より

ことさら，問題にする筏どのことはないのであ

る。しかし，わが国の場合，進学に伴う経済階

層の選抜の問題を考えないとしても，社会的待

遇そのものが， 「どの学校の出身か」というこ

とに対して，形式困果的に与えられ，初任給や

昇給制度が，多分に実質的な能力評価をぬきに

して定められていた点を注意せねばならない。

過去において，官僚としての出世をとげるた

めに，官立大学を出ることが樹めて有利な条件

であったことについては，すでにふれたが，官

界ばかりでなく官立大学出と私立大学出に対す

る待遇上の格差は，私立の諸学校が大学令によ

る大学となってからさえ，さまざまな方面にあ

らわれている。一例として，民間会社就職時に

おける待遇差をとってみると，大正末年当時の

往友の場合，官立大学工学部出の初任給が90円

に対して，官立大学の他学部出が80円，東京・

神戸両高商と東京高エ及び早大理工科出が70

円，慶応・早稲田の他学科と地方高商は一般に

は65円，外諾大学・明治・農大が60円，関西・

23)中山伊知郎：賃金基本調査

法政・中央・立教その他の私大が45~55円と，

こまかに格付けがきざまれており 23)，官大工学

部出は一般私大出の最低に比べると二倍の初任

給を得ている。その他，東洋経済新報社の「賃

銀基本調査」が大正14年の「会社員給与調べ

（東京経済社刊）」から引用する大企業27社の初

任給を見ると，この中，官大出と私大出をとも

に採用する23社の中で，差別を設けていない社

は一つもなく，私大の中，早・慶両大学を官立

なみに遇しているものが三社あるだけである。

平均的にみて，私立は官立より，大体10-20円

安くなっており，官立の東京・神戸両高商と東

京高工は，早稲田・慶応なみで，一般私立大学

よりは厚い待遇をうけている。参考までに，前

記27社の中，各学歴層から採用し，学歴別待遇

差を明示している18社をえらんで平均初任給を

算出してみると，表11のような結果を得る。標

本数は非常に少いが，当時の一般的な待遇差の

度合を知る一つの推測材料にはなるであろう。

表11 大正末期における民間会社の学歴別初任給

学 歴 1平均 1第 1分位数～ ＼標本
第 3分位数会社数

円
｝身 73I 62.5円～80円 18

早稲田・慶応出身 61 51.5 ~65 18 

一般私大出身 57I 46. 3,....,65 I 13 
東京高商・神戸高商・
東京高エ出身

63 I 5.5.0,..,_,70 I 17 

地方高商出身 57I 50 ,....,65 I 17 

その他の専門学校出身 53 I 44 ,..,_,61 I 11 

中学校出身 33I 31,..,_,36 I 17 

註大正14年「会社員給与調べ」 （東京経済社）

より「賃金基本調査」 （東洋経済新報）昭和

32年が引用する 同書869,..,_,875頁の数値から

作製した

このような学歴（出身校） 別待遇差は，初任

給にあらわれるばかりでなく，入社後の昇給制

度にも関係してくる。たとえば，大正12年に，

東京経済社が， 570の主要会社および官庁にお

ける技術者を対象に，その給与単純平均から昇

給の仕方を大学卒と専門卒にわけて比較したと

ころ，専門卒では入社後12年目の平均が，入社
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時の2.07倍であるのに対して，大学卒の場合は

3.27倍に上っている。ところが，このような大

正末年の学歴別昇給差を，昭和29年の，個人別

賃金調査にあらわれた，規模 1,000人以上の製

造工業の職員男子における賃金を基礎に算出さ

れたものと対照させてみると，表12のとおり

で，戦後は，両学歴の昇給度合に殆ど差がなく

なっており，戦前の待遇差の大きかったことが

表12 専門学校・大学出身別昇給度合の比較

... ・・・-・--・・・-

大 正 12 年 昭和 29 年

勤続年数 大学出 専門学校出 大 学 出 専門学校出

平均l昇給率平均 l昇給率平 均 l昇給率平均 I昇給率

円

゜
年

101'..］ 3 
100.0 72.4 100.0 

11,60000 00円00 | 

100.o6 7 ;＇ l 1 | 

10,400 100.0 

3 年 151 149.4 94.0 129.8 17, 146. 14,000 134.6 

6 年 170 167.6 106.0 146. 4 22, 189. 18,600 178.8 ， 年 212.9 209.5 124.0 171.3 27,800 239. 23,000 221.2 

12 年 333.0 327.8 150.0 2.07.2 34,600 298. 28,400 273.1 

註 東洋経済新報社「賃金基本調査」 808頁の表より作製

示唆されよう 24)。

以上のような検討からも明かなように，過去

の日本社会においては，家庭の経済状態にも恵

まれ，すぐれた能力をもつものは，複線主義の

学校制度における立身出世コースにのっかり，

このコースを歩んだ特定大学の出身者には，特

権的待遇が与えられ，結果として官界や実業界

における「学閥」をつくりあげていった。 （学

閥については，後に「社会勢力上の学校差」の項で，

もっとくわしくふれる機会がある）即ち，政府の保

護に始まる学校差は，やがて社会勢力としての

学閥をつくりあげ，この学閥が，学校の値打ち

や声望を一層たかめて，入学しようとする学生

の質的分化も促進するという一積のじゅんかん

系を形成したといってもよいであろう。そうし

て，上に，あるいは，名士発生率や比較的上層

の職積・地位にのし王り得たものの学歴別構成と

して，あるいは学歴に対する社会的待遇差とし

て示してきた数値は，いま，成長期にある青少

年の両親たちが，具体的な生活史を通じて，体

験してきた学歴の値打に関する数字的要約に他

ならないとも云えよう。

大学とよばれるものの数が 500に近い数まで

24)中山伊知郎：賃金基本調査 867,-...,875頁より計算

ふくれ上り，同年令層の10人に 1人は大学まで

進学する現在の大学が，過去の大学ほど，有難

いものでも珍らしいものでもなくなったことは

確である。大学出のうける社会的待遇も，戦前

に比べれば決して特権的と云える保どのもので

なくなっている。にもかかわらず，戦前の 3倍

にもふくれ上った現在の大学の収容力をめぐっ

て，なお旧に倍する入学競争が展開されている

事情のうらには，戦後あらたに生じた社会的条

件や教育制度の変化の他に，そこには，上にの

べてきたような， 「過去の学歴の値打」に対す

るイメージが，両親や受験生の胸に強く生きて

いるということ，いや実は，そのようなイメー

ジを育ててきた，学歴にまつわる過去の社会史

的特徴が，現在にも，形や強さを変えて，なお

存続していることを指摘せねばならない。われ

われが，次ぎにとり上げるのは，この点に関す

る検討なのである。

7. 3. 現代曰本における学校差の問題

7.3.1．実質上の学校差実質上の学校差とは何か

大学間の「実質上の学校差」について，科学的

に信頼できる最終的な解答を求めることはでき
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ない。パラドクシカルなようであるが，実質上

の学校差の研究の詳細に入るにさきだって，特

にこの点をハヅキリ浙っておきたい。それにも

かかわらず，私たちは，実質上の学校差を科学

的に研究しようとしているし，また，そうしな

ければならないと考える。どのような理由によ

ってか。一ーこの点から説明するのが順序であ

ろう。

実質上の学校差というとき， 「実質」とは何

か。研究の困難はまずここから発生する。大学

の世間的な評判や，創立以来の年数が，大学の

実質ではないという程度のことならば，おそら

く多くの人びとの意見の一致を見るだろう。と

ころが，それでは， 「大学の実質とは何か」と

あらめてたずねたとき，自信をもって絶対に批

判の余地がないと思われる解答を与え得る人は

いないだろう。おそらく，大学の実質とは何か

についての解答の数は，古今東四の大学論の数

に匹敵する。迷路に入るのをさけるために，か

りに，大学は「学問の研究と教育の機関」だと

いう常識的な見解にしたがい，それが大学の実

質だと考えてみよう。だが，ここでも問題は解

決するのではない。一学問の研究と教育とは何

か。一私たちはこの問題に直面し，大学の「実

質」についての論議は救いがたい循環論におち

いってしまう。

昨年から今年にかけて（昭和32年から33年）教

師の勤務評定に関する数多くの疑問が提出され

たが，おそらくそれには深い理由があった。勤

務の評定が困難な理由のひとつは， 「教師の勤

務とは何か」について，一義的な結論を求める

ことができない点にあった。別の言葉におきか

えれば，教師の勤務が教育の自由に深くかかわ

っていたからだともいえよう。かりに大体の実

質を， 「学問の研究と教育」と考えようとする

ときにも，私たちは同じ間題に直面する・。学問

の研究と教育が何であるかについては，それぞ

れの学者が，自分自身の解答を求める権利をも

っていると考えるべきであろう。したがつて，

大体の実質を最終的に評価しうるものは，ひと

りびとりの学者だけである。おそらく，大学の

自治の深い意味もここにある。

大学の実質は何か，という問に対する最終的

な答を断念した私たちは，また，実質上の学校

差についての科学的に信頼できる測定の結果を

も求めようとはしない。にもかかわらず，実質

上の学校差について科学的に研究しようとする

のは，どういう理由によるのか。

消極的な理由と積極的なそれとの二つの面を

考えておこう。

(1)消板的な理由としては，すでに所与として

，好むと好まざるとにかかわらず，実質上の学

校差の常識的な測定が行われているし，また，

行われなければならないという事実がある。こ

のうち，後の部分，つまり測定ないし評価が行

われなければならないという点にはいく分かの

説明を必要とする。まず，この点にふれておき

たい。

さきにも述べたように実質上の学校差につい

て科学的に信頼できる測定の結果を示すことは

不可能であるが，そのことから測定の努力を禁

止すべきだという結論はでない。それどころ

か，大学の実質の評価が，それぞれの大学の自

治の問題だということは，それぞれの大学が他

との比較において，たえず自己を評価し，自己

の内容をたかめていかなければならないことを

意味する。

さて，このように，学校差の測定が事実上行

われているだけではなく，行うべきものである

とするならば，現実的な間題として，どれ保ど

正確を期することができるかについて考えない

わけにはいかないだろう。実際には，この点が

十分に考えられていないために，莫然として，

無責任な評価が横行し，望ましからぬ結果を招

来する。たとえば，地方大学の教師や学生が自

分たちの大学は駅弁大学にすぎないという時に

は，自校の卒業生の社会的勢力だけではなく，

莫然たる「実質」についての卑下や劣等感がつ

きまとっている。施設が蛸の足のように四散し

教師が老朽ではないかという危惧が駅弁大学と
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いう寂しい言葉につきまとっているように見え

る（「中央公論」 33年3月の中屋健一論文， 「日本読

書新聞」同年2月23日小森健吉論文参照） だが，実

質についてのこのような危惧にもとずく劣等感

には十分な根拠があるか。もっと実質について

深く考えれば，活路を見いだし得るのではない

か。一私たちにはこういう疑問がわいてくる。

他面，いわゆる有名大学の教師や学生は自校

の教師の学歴がよいことや，入学者に対する応

寡者の倍率が高いことから，自校の「実質」が

すぐれていると莫然と考えたりする。だが，こ

の考え方にも十分な根拠があるのではなく，か

えって，このような安易な評価が横行するため

に，有名大学が虚名に安住し，無名大学は，逆

に自己を虐んで，真に実質的な学問上の競争が

行われず，学問の進歩をおくらせることもある

だろう。実力がすぐれていても無名な大学には

，優秀な学生が集まらず，他方，一向にその社

会的勢力もきずかれないということもある。大

学の実質とは何か。一この問題を直視しなけれ

ばならない消極的な理由はここにある。

(2)実質上の学校差の科学的な測定はできな

ぃ。この立場はかわらないが，ここまで「実質

とは何か」についてつきつめると，積極的に実

質を分析する考え方が浮んでくる。実質といっ

ても，それはひとつの部分化し得ない実体では

なく，数多くの要素によって構成されている。

学生，教師，施設という要素もあり，学郁別，

専門別という要素もある。これらの要素がふく

むいくつかの面のそれぞれについて測定を行う

ことができる。といっても実質を構成するすべ

ての要素の各部分を細かく分析し，分析の結果

を再構成することによって，実質を探りあてる

ことは，やはり不可能だといわなければならな

いだろう。しかし，実質がどのような部分によ

って構成され，どんなグイナミックスで動いて

ゆくかについて考えることはできるのではない

か。一実質上の学校差を積極的に研究しようと

する理由はここにある。

もっと具体的に説明しよう。たとえば二つの

地方大学が，それぞれ全体として見たとき実質

的に低いという世評があるとする。実質をたか

めるために，一方の大学では文科を，他方の大

学では理科を特色としてすぐれた学者を集めた

とすれば，どんな結果を生じるか。おそらく理

科の方が業績を客観的に評価することが容易で

あるために，後者は前者より早く，すぐれた大

学として言忍められるようになるだろう。また，

ここに二つの大学があり，一方の大学の学生の

入学期の進適の成績は他方のそれより庇く，ま

た公務員試験の成績でも前者は後者より高いと

する。はたして入学期の進適成績と公務員試験

の成績とに関係があるのかという疑間がわく。

くり返していうが，このような方法によって

も実質上の学校差を完全に測定できるのではな

ぃ。それにもかかわらず，実質はどのようなグ

イナミックスによって動くかについて，いく分

かの推定を行うことはできるだろう。大学の研

究や教育に関しては，プロ野球の打率や投手成

績のように，数字によって実力の上昇下降を示

す指糠がない。とはいっても，だから実力によ

る競争が不必要だということにはならず，実力

による競争のためにできるだけの工夫をこらさ

なければならない。そうしなければ，虚名をい

だく学校に学生が集中し，すぐれた大学の進歩

がはばまれ，ひいては入学難を激化することに

もなる。これが，大学の実質上の学校差のメカ

＝ズムをできるだけ明らかにしようとする理由

である。

研究の理由づけについてながながと述べたのはほ

かでもない。この研究が進行する途上，大学の教授

の研究と教育に関する学校差を質間紙によって調査

しようとした時，研究の同僚の間からも，また外部

からも，研究に対する不安を表明した方が少なくな

かった。不安の多くは実質上の学校差を測定するこ

とはできないのではないかという危惧にもとずいて

いる。オ：文に述べている通り，研究の狙いがそこに

ないことを断っておぎたい。

ただ不安を表明した理由としてこの種の研究はい

たずらに大学間の感情的な摩擦を深めやすい点をあ

げた人があるが，これについて一言しておきたい。
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たしかに 1930年代アメリカで行われた同種の研究 の大学のうち大学院をもつ大学一一国公私立

(Report on the Commitee on Graduate In-

struction, Washington, American Council on 

Education)には社会的な反響が大ぎかったが，そ

のような理由で，私たちが考えておかなければなら

ない重要な間題を回避することはできないと思う。

とくに， H本の場合には，新制の地方大学の実質を

たかめなければならないという課題，また，古くか

らある大学の社会的勢力とその実質との関連を追求

しなければならないという課類がある。こうした課

題の解決のためにも，この種の研究は必要だと考え

る。

ただ，不必要な摩擦はさけるべきだという意見は

十分尊重して調査結果にあらわれた大学名はすべて

記号によったことを断っておきたい。

研究の手続き 大学の実質を構成する要素は何

かについては議論がわかれる。要素をきめた上

で比較を行うときには一層の困難を伴う。この

点について注目すべき研究としては Elbridge

Sibley, の Some Demographic Clues to 

Stratification, "American Sociological Re-

view, June, 1942, pp. 322-330.があるが，

私たちは便宜上，もっとも常識的な考えにした

がって教授，学生，施設の三つの面から要素を

分析することが可能だという郁提のもとに，施

設をのぞく二つの面を研究することにした。

教授と学生だけにかぎっても，研究にはなお

いくつかの困難がある。第一に教授や学生の研

究や教育および学習の能力とははたして何か，

という問題がある。第二に，このように困難な

テーマを研究するにあたって比較対照を可能に

する共通な規準を設定することができるかとい

う問題がある。これら二つの困難を迂回するた

めに，私たちは，さらに一歩ほりさげて，まず

教授や学生の能力を構成する要素と考えられる

ものを仮定し，これについて行われた大規模な

調査の結果をできるだけ利用することによって

学校間の比較対照を行うことにした。どうして

も既存のデータを用い得ないところで，私たち

自身の新しい調査を加えることにした。

調査の対象にしたのは昭和30年度現在，全国

-55校である。そのうちわけは国立大学 20,

公立大学4'私立大学31である。

私たちが新に行った「大学教授の研究および

教育の能力に関する調査」では，この対象の数

が厳格にまもられている。比較を容易にするた

めに，既存のデータを利用したときにも，対象

はこの枠内にとどめるようにしたが，データの

関係上枠内にあるすべての大学をとりあげられ

ないことが多かった。その点については，その

都度断ることにした。

教授の能力については，さきにのべた新しい

調査が唯一のデークである。しかし教師の勤務

評定問題と同様に，教授の能力について判定を

くだすことは困難だから，ここにかかげた調査

結果が，あくまでも参考資料にすぎないことは

十分に承知しておいていただきたい。

学生の能力については， （a)文部省の進学

適性検査の結果報告， （b) 公務員試験の結

果，が主として用いられたデークである。この

tまかに，参考資料として学者の学会活動に関す

るデークを参考までに書き加えた。学生の能力

も，これを全体として測定できるのではなく，

これを構成する諸要素をひとつびとつ切りはな

して比較対照することだけが可能なことはいう

までもない。

以下には，まずこれらの調査それぞれのデー

タのあらましを述べる。結論を急ぐ方はこの

部分をとばしてもさしつかえない。データを比

較対照した時， 「大学の実質」についてどのよ

うなグイナミックスがみられるか。実質を向上

させるにはどのような点に注意すべきか。一こ

の問題についてはさいごの部分でふれた。

調査データの概要

1. 大学教授の研究および教育の能力

この項目の問題を究明するために私たちが新

たに行った調査は，上述したアメリカの研究を

範としている。

大学の教授 （教授・講師・助手をふくむ）の能
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力を判定できるものは，研究者自身だけであ

る。大学自沿のこの原則にしたがって，私たち

は専門家のなかから判定者をえらび，判定者自

身によって，前記55の大学の各学部を八つの学

部にわけ，格づけをしてもらうことにした。そ

の際少なくも三つの困難があったが，そのそれ

ぞれについて便宜的な解決法をえらぶ匠かなか

った。

第ーは専門家のなかから，誰を判定者として

えらぶか，その規準の問題である。この規準が

わからないからこそ実質上の学校差も測定しに

くい。したがって判定者を選択する客観的な規

準があるはずもないが，私たちはこれを朝日年

鑑，毎日年鑑，読売年鑑，時事年鑑の人名簿，

平凡社の辞典編集および執筆者の名簿に瀕出す

る度数の多いものから選ぶという方法によって

迂回することにした。

第二は，学問の専門分野の分類の間題であ

る。これについても便宜上，日本の大学に数多

く現存する学部をもって学問の専門分野と考え

ることにした。学部を構成する学科別まで分類

することがのぞましいが，煩をさけてそこまで

は及びえなかった。学部の名称も大学によって

異っているので，八学部のなかに何をふくめる

かが問題になった。その点を整理し，これに上

記の方法によってえらんだ判定者 569名をあて

はめたものが次の表である。

教育学部（学芸学部を含む）

文学部（注文・人文・社会・

文理学部を含む）

法学部（法文・人文・法経・

法商学部を含む）

70名

70名

69名

経済学部（商学・政経・経営・商経． 70名

法商・法経学部を含む）

。理学部（文理・理工学部を含む） ・ 81名

工学部（理工学部を含む） 70名

農学部（園芸•水産・獣戻・農獣医・ 69名

水畜産学部を含む）

医学部（薬学・医学部を含む） 70名

右の表ができあがってから第三に直面した困

難は，これらの判定者にどのような形で質問ず

るかの間題であった。判定者にはそれぞれの専

門分野の学部の格づけを行ってもらう，この点

については問題はない。

判定していただいた学部はどのようにしてえらば

れたか0 30年度現在大学院をもっていた大学のなか

の専門学部であるo判定していただいた学部がすべ

て大学院をもっていたのではない。この点について

判定者に私たちの趣旨が十分に徹底しなかったと思

うので断っておく C, . 

判定者に大学を格づけしてもらうとき私たち

が恣意的にきめた規準を設定することはできな

い。したがって判定者には (A) 「すぐれてい

る」， （B) 「普通である」， 「C普通以下で

ある」， （D.) 「今までに注意をひかなかった

から何ともいえない」のなかからひとつを選ん

でいただくことにした。この場合，同じように

「すぐれている」にマークしながら，それぞれ

の判定者は「すぐれている」という言葉の意味

を異ったものとしてうけとっているかもしれな

い。しかし「すぐれている」とは何かを明確に

規定し得ない理由はすでに述べた通りである。

私たちはそれぞれの判定者の主観的評価にまか

せながら，その結果の数的処理によって格づけ

を行う fまかなかった。

返送率は意外によかったo返送されたもの376通，

回収率 66.1％であった。 そのうち種々の事清で回

答拒否を申し出た人が46人，海外出張等のための留

守が15人あったo返送されたうち，拒否および留守

を除ぎ完全回答は 315通，回答率は 55.4％であっ

た。文科系判定者の回答率は 5.0.6%，理科系は59.

9％で理科系の方が約 10％高い。後にのべるが重要

な点である。なお，返送の場合の記名・無記名は任

意としたため，記名回答 255通，無記名回答60通で

あったo

ではどのように順位決定を行ったかo判定順位は

ABCDだったが， Dは判断中止の状態であって，

厳密な意味で評価にならないから，数量的な処理の

なかに含めてはいないo質間紙によっては，ある大

学に関する判定欄に無記入のものもあったので，こ

れをEとし， Dと同じく判定困難な状態と見倣して，

数量的な処理のなかに含めてはいなし‘()そして， A
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については 5点， Bは3点， Cは1点， DとEには

0点を与えたo

このように配点した平均点の 5点より 4点までA

クラス， 3.99点より 3点までを B1クラス， 2.99点

より 2点までを B2クラス， 1.99点より 0点までを

Cクラスとしたのである。

このような方法によって得た結果を整理した

ものが，表13のA～表13のIである。アルファベ

ヅトのみのものは国立であるが，公私立にはr

それぞれ「公」， 「私」を，単科大学には「専

門」を記してある。表が示す重要な意味につい

ては，後にのべる。なお，表14に質問紙の発送

および回収数の内訳を示した。

2. 学生の能力
........ 
進学適性検査資料一学生の能力といわれるも

のも単純な規定を許さない。比較対照を可能に

するデータを求める目的で，まず文部省の進学

適性検査報告によることにした。もちろん，こ

れは学生の能力を示すわずかな部分にすぎな

ぃ。私たちは，この報告を整理して，学校差を

明らかにするようにつとめた。

文部省が大学受験志願者（国立大学）に対して，

昭和24年から29年まで行った進学適性検査の結果

は，文部省大学学術局によって遂次4分冊として刊

行された「進学適性検査結果I・Il・llf・IV」に詳

しいo 進学適性検査が，入学期の学力を示す有力な

テストであるかどうかについては，簡単にふれてお

く必要がある。この間題については「進学適性検査

報告」 （以下:, 「進適」とよび，分冊は算用数字を

もって表わす）の各年度検討の最初に行われている

「検査問題の検討」の項に詳しいo報告によれば，

年度によって検査問題の困難度が異なるにもかかわ

らず，全体として大きな影響をもたないo高位得点

者にとっては，問題の困難度は関係していないこと

が明らかである。また，得点分布は定規性を必ずし

表13のA 教授の学術研究および教育能力に関する学校差（文学部）

A (5.00,....,4.00) I B1 (3.99,....,3.00) 恥 (2.99,....,2.00) / C (1.99"-'0.00) 

順位i大学名 1平均叫D.E．順位1大学名 l平均点ID.E．順位大学名 1平均点jn.E.順位大学名 1平均点 D.E.I 
1 I I a 大

I 

0 3 C 大 I3.93 I！ o 2 10 a公大 2.90 1 4 21 h私大 1.93 3 4.87 0 5 

2 b 大 4.53 1 1 4 d 大 3.83 0 3 11 c私大 2.57 1 4 22 i私大 1.90 3 6 

5 a私大 3.4.0 1 3 12 ロ私大 2.53 2 4 23 j私大 1.90 1 6 

6 b私大 3.27 1 3 13 g 大 2.50 3 4 24 k私大 1.77 2 5 

7 e 大 3.27 0 2 14 b公大 2.50 2 5 25 l私大 1.63 1 4 

8 a経社大 3.10 3 4 14 h 大 2.50 2 5 26 K 大 1.50 4 5 ， f 大 3.. 07 0 4 15 i 大 2.50 2 3 27 m私大 1.43 4 7 

16 j 大 I2.30 1 6 28 m私大 1.40 5 7 

17 d私大 2.23 4 5 29 0私大 1.40 3 7 

18 e私大 2.20 3 5 30 1 大 1.40 3 5 

19 f私大 2.13 4 4 31 P私大 1.37 4 7 

20 g私大 2.07 1 5 32 m 大 1.33 4 6 

| 
33 m 大 1.27 4 6 

33 0 大 1.27 4 6 
| 33 P 大 1.27 4 6 

34 q私大 1.20 2 6 

35 r私大 1.17 3 6 

I 36 s私大 1.10 3 6 

37 t私大 1.07 5 7 

| 

38 u私大 1.07 4 6 

39 v私大 0.97 6 7 

l 40 w私大 0.87 7 7 

-221 -



京都大学教育学 部 紀 要 IV 
表13のB （経 済 学 部）

A (5.00,...,4.00) I B1 (3.99,...,3.00) 恥 (2.99,...,2.00) I C (1.99"'-'0.00) 

順位1大学名 l平均点lD.E．順位l大学名 1平均叫D.E順盛大学名 1平均点D.E順位1大学名 1平均点|D.E

2 

3 

4 

5 

6 

4.93 0 

゜
7 f 大 3.56 ・1 0 13 d私大 2.95 1 0 21 

P 大 I1.85 2 
1 

4.93 0 

゜
8 e 大 3.52 

゜
0 14 k私大 2.74 0 1 22 x私大 1.81 1 1 

4.85 O 

゜
， h 大 3.48 1 0 15 g私大 2.67 1 0 23 q 大 1.78 3 

゜4.78 0 0 10 d 大 3.44 0 0 16 j私大 2.56 0 2 24 1私大 1.63 2 1 

4.56 0 0 11 f私大 3.37 0 0 17 g 大 2.22 1 0 25 i 大 1.63 1 

゜4.30 0 1 12 c私大 3.37 2 0 18 m私大 2.19 2 0 26 0私大 1.56 0 1 

4.26 0 

゜
19 e私大 2.04 2 0 27 h私大 1.41 2 1 

20 ロ私大 2.00 1 0 28 y私大 1.37 1 1 

29 v私大 1.30 1 1 

30 C公大 1.26 3 2 

31 z私大 1.04 4 1 

32 i私大 1.04 2 1 

33 r私大 1.00 3 1 
， 

況 イ私大 II o.97 5 

゜35 q私大 0.97 2 1 

I 36. u私大 0.93 3 1 

（ 法学

A (5.00,....,,4.00) I B1 (3.99"-'3.00) I. B2 (2.99,,...,2.00) I C (1.99,-..;0.00) 

順位1大学名 1平均点|D.E順位1大学名 l平均点ID.E順位1大学名 1平均点D.E.順位大学名平均点D.E

表13のC 部）

1 a 大 4.60 1 1 4 a経社大 3.90 1 1 I 12 j私大
2.88 1I 2 

1 21 P 大 1.53 1 2 

2 b 大 4.50 1 1 5 b私大 3.80 1 1 13 b公大 2. 83 1 8 22 x私大 1.30 3 3 

3 d 大 4.33 1 2 6 f 大 3.-55 1 1 14 h 大 2.83 2 3 23 K 大 1.10 3 3 

7 k私大 3.50 2 0 15 c私大 2.60 1 1 23 m 大 1.10 4 2 

8 j 大 3.48 3 2 16 d私大 2.55 2 2 24 n 大 1.08 5 2 ， a私大 3.30 1 1 17 m私大 2.25 3 3 25 z私大 0.98 12 3 

10 e私大 3.10 1 3 18 g 大 2.20 2 2 26 イ私大 0.85 4 4 

11 e 大 3.08 1 2 19 f私大 2.15 13 1 27 o 大 0.80 7 3 

20 l私大 2.08 3 2 

表13のD （理 学 部）

A (5.00,....,4.00) I B1 (3.99,....,3.00) [ Bz (2.99,....,2.00) [ C (1.99,....,0.00) 

lIl員位1大学名 1平均点ID.E順位1大学名 1平均叫D.E順位1大学名 1平均点ID.E1順位1大学名 1平均叫D.E

1 a 大 4.83 11 o 8 I g 大 3.98 1 0 13 g私大 2.58 3 

2 b 大 4.79 1 O 9 f 大 3.56 2 1 14 K 大 2.23 4 2 19 o 大 1.46

3 h 大 4.73 1 O 10 b公大 3.21 2 1 15 b私大 2.19 6 2 20 I 大 1.33

4 d 大 4.48 1 0 11 i 大 3.01 2 1 16 ロ私大 2.15 4 0 21 n 大 1.01

5 e 大 4.35 2 0 12 d公大 3.00 4 01 17 j 大 2.12I , 4 2 22 e私大 0.96 

6 C 大 4.04 1 1 23 イ私大 0.87 

7 a工大 4.00 13 

゜
24 z私大 0.81 

2

1

1

2

1

1

1
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表13のE （工学部）

A (5.00~4.00) I B1 (3.99~3.00) I B2 (2.99~2.00) I C (1.99~0.00) 

順位1大学名 1平均点 D.E．順位1大学名 l平均点ID.E．順位1大学名平均点|D.E.順位1大学名 1平均点 D.E.

1 a 大 5.00 0 0 9 a私大 3.03 1 0 10 j 大 2.31 2 1 17 m 大 1.83 3 1 

1 a工大 5.00 0 

゜
11 b公大 2.25 2 1 18 j私大 1.78 3 1 

2 b 大 4.94 0 

゜
12 a公大 2.25 5 0 19 r 大 1.75 4 1 

3 d 大 4.83 0 

゜
13 1私大 2.22 1 1 20 b公大， 1.69 6 1 

4 h 大 4.61 0 

゜
14 n 大 2.13 2 1 21 S 大， 1.64 2 1 

5 f 大 4.50 0 

゜
15 1 大 2.08 2 1 22 

0 大 1.56I | 3 1 

6 b私大 4.39 0 

゜
16 i 大 2.03 3 0 23 d私大 1.44 1 1 

7 e 大 4.33 0 

゜
24 イ私大 1.22 5 1 

8 g 大 4.00 0 

゜
25 c私大 1.22 3 1 

26 k私大 1.11 3 1 

27 ! z私大,0.89 9 1 

表13のF （医 学部）．

A (5.00,....,4.00) I B1 (3.99,....,3.00) I Bz (2.99,....,2.00) I C (1.99,....,0.00) 

順位1大学名 1平均点ID.E．順位！大学名＼平均点ID.E．順位1 大学名 1平均点ID.E．順位1大学名 1平均叫D.E:

1 I I I a 大

4.85 

゜
1 14 n 大 2.75 

゜
0 19 i 大 1.83 1I 1 2 

2 b 大 4.80 

゜
0 7 a私大 3.88 0 1 15 q 大 2.65, 

゜
0 19 l私大 1.83 2 1 

3 h 大 4.50 

゜
0 8 e 大 3.73 0 1 16 r 大 2.35 1 3 20 b薬科大 1.30 9 7 

4 f 大 4.48 

゜
1 9 I 大 I3.60 o 0 17 b公大 2.08 1 2 21 イ私大 0.58 15 8 

5 d 大 4.38 

゜
1 10 k 大 3.30 0 2 18 S 大 2.05 1 1 22 z私大 0.53 17 8 

11 m 大 3.30 0 

゜12 0響大 3.23 0 3 

I 
13 a 3.23 0 1 

表13のG （農学部）

A (5.00,-...,4.00) ¥ B1 (3。99,..._,3.oo) I B 2 (2. 99,...,2. oo) I c (1. 99,..._,o. oo) 

順位1大学名 1平均点|D.E.1順位＼大学名 1平均点ID.E．順位1大学名 1平均点 D.E．順位！大学名 1平均点 D.E.

1 a 大 4.85I | 1 01 5 d 大 3.59 1 0 7 1 大 I2.57 1I 2 
2110 I I k 大

1. 93 I 3 2 

2 g 大 4.81 1 0 6 e 大 3.00 2 0 8 a 大 2.48 2 0 11 b公：大 1.85 7 4 

3 f 大 I 4.76 1 

゜
， C 大 2.43 2 2 12 o 大 1.63 4 3 

4 b 大 4.74 2 

゜
13 i 大 1.48 8 2 

14 l私大 1.46 3 2 

| l 

15 q 大 1.24 10 3 

16 j 大 1.15.6 1 

17 z 大 0.76 9 2 
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表13のH （教育学部）

A (5.00,.....,4.00) I B1 (3.99,.....,3.00) I Bz (2.99,.....,2.00) I C (1.99,.....,0.00) 

順位1大学名 1平均点 D.E．順位l大学名 1平均点 D.E．順位1大学名 1平均点 D.E．順位大学名 1平均叫D.E.

1 a 大 4.77 0 01 6 f 大 3.98 0 1 9 I叫 2.66 2 1 11 II m 大 1.77 5 1 

2 C 大 0 7 g 大 3.70 0 1 1 10 j 大 2.36 1 1 12 1 大 1.68 3 1 

3 b 大 4.55 0 0 8, | d 大 3.34 2 13 0 大 1.66 4 1 

4 e 大 4.36 0 

゜
14 K 大 1.64 7 1 

5 i 大 4.09 1 1 15 r 大 1.34 8 1 

16 n 大 1.2010 1 

＇ 

17 ; I b公大 1.09 14 2 
18 s 大 1.0711 2 

19 q 大 1.00113 1 

表13の1 全大学得点平均順位

A (5. 00,...,4. 00) I B 1 (3_,99,...,3_ 00) I Bz (2. 99,...,2. 00) I C (1. 99,..._, 0. 00) 

順位 大学名 1平均点順位 1大学名 1平均点順位 l大学名 1平均点1順位！大学名 1平均点1順位1大学名 1平均点

l a 大 14.77 5 I a経社大I~.97 I 14 I j 大 2.861261 m私大 11.96 36 i私：大 1.47 

2 I b 大 4. 71 I 6 I f 大 3.88 i 14 I b公大 2.86 I 27 i k 大 1.95 I 36 I b公大 1.47 

3 I a工大 4.50 I 7 I c 大， 3.76 I 15 I a公大 2.12 I 28 I m 大 1.87 37 | n私大 1.40 

4 d 大 4.03 I 8 I e 大 f 3.71 1 16 1 f私大

9 a私大 3.68 17 a農：大 2.48 29 1私大 1.81 1 38 y私大 1.37 

10 I h 大 3.51 I 18 I c私大 2.44 ! 30 I q 大 1.67 I 39 I t 大 1.30 

l ll g 大 3.42 18 g私大 2.44 30 h私大 1.67 40 q私大 1.09 

12 I b私大 3.31 I 19 I i 大 2.37 I 31 I o 大 1.66 I 40 I r私大 1.09 

13 I a歯科 3.23 I 20 

| 
医大

21 I k私大 2.28 I 32 I s 大 1.59 I 42 I s私大 1.01 

I 22 口私大 2.23 | 33 n 大 1.57 43 U私大 1.oo 

23 I I 大 2.11 I 34 I x私大 1. 56 I 44 イ私大 0.89 

24 I e私大 2.08 I 35 ! o私大 1.48 I 45 I w私大 0.87 

25 I j私大 2.05 I 35 I v私大 1.48 I 46 I z私大 0.83 

表14 質問紙数内訳

1発送数［醤 1戸誓I拒否1留守1回答率(%)

文学部 70 I 24 I 6 I 3 I 2 142.91 

教育学部 70 34 10 6 2 |62.9／文科系

法学 部 69 I 34 I 6 I 7 I 1 !57. 9 i 50. 6 

経済学部 70 I 21 I. 6 I 7 I 5 138. 6 I 

理 学部 81 ! 47 I 5 I 3 I 2 164. 2 

工学部 70 30 6 6 1 51.41理科系

農学部 69 I 35 ! 11 I 5 I o 166. 7 I 59. 9 

医学部 70 I 3o I 10 I 9 I 2 157.1J 

（計） 569I 2551 60 146 I 15155.4 

も示さないが(26年は正規性分布），非正規性は度は

ずれたものでなく，芦みにとった26年，27年両年度の

大学学部別順位の列位相関は p=O.76を示し，検査

間題の妥当性も高い。入学者の総得点平均値と受検

者のそれとの差も，完全に有意である（「進適」4)。

進適の資料を整理するにあたって，私たちは

二つの困難に直面した。第一に，ここには公私

立の大学からの報告がふくまれていない。した

がって，最初に対象としてえら匠｀うとしたすべ

ての大学ではなく， 20の国立大学だけにとどめ

るほかなかった。第二に，進適の資料はそれぞ
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れの年度の結果を示すだけであるが，私たちが

求めるものは，少なくも進適が行われた六年間

を通じての大学間の順位である。私たちの目的

を逹成するためには進適の資料をそのまま用い

るのではなく，何等かの操作を加えなければな

らない。進適では毎年度同じ問題がくり返され

るのではなく，年度によって問願の困難度も採

点方法も異るからである。私たちは得点の標

準化によってこの問問を解決できると考え，

(T-scoreによって標準得点を算出した (T

10 (X -M) 
+50)。この場合に使用した

a 

平均，および標準偏差は，一万枚の棚本 (26年度

は 2万5千枚） を機械集計 (I•B·M) した結

果に基いている。したがって，全受検者に関す

るものではない。科たちは，この方法によって

得た標準得点平均によって，大学の格づけを行

った。

結果の大要を説明しておこう。対象にえらん

だ20の大学を，順位にしたがって配列すると，

大体4群にわかれる。もちろん各群の境界は，

恣意的便宜的であることを免れないが， 25年か

ら29年まで 5年間を通じて見ると，比較的近接

した四つのまとまりがあることは否定できな

い。各群の中で相互に順位を変えることがあっ

ても，他の群との交わりが殴とんどないか，ぁ

ってもごく少数である。各群について特質らし

いものを述べてみよう（図 1参照）。

第 I群は a大。つねに 1位。第Il群をかなり

ひきはなしている。

第 Il群は a大に次ぐ上位4校と，下位2校に

よってなりたっている。上位4校とは， b大，

a経杜大， h大， a工大であり，一つのサプ・

グループのなかで，各年度でかなり順位が交替

する。しかも，各順位間の差異の幅は，年を追

って小さくなる。このうち a工大と a経杜大，

h大は上向型であり， b大は a大型のカープを

示す。 b大を除く他の 3大学が年毎に b大を実

質的には追い越す気構えをみせているともいえ

る。このサブ・グループ (4大学） は相互に学

生の能力上では，保とんど差がないといってよ

い。

第1I群の中のもう一つのサプ・グループは e

大と f大であり， 27年以後，上位4校とあるヘ

だたりをもっている。だが，この 2校は相互に

その位置を交替しあつており，確定的な差がな

い。

第 fil群では d大と g大が， fまぼ平行線をたど

っているが， C大． j大はやや不安定である。

第IV群では， I・II・IH群に比して，大学相

互間の開きが著しく，年度によって異なり，そ

れらの順位はきわめて安定性を欠いている。学

生の能力が，年度によって異なることを意味す

るといえよう。逆に， I・II・fil群では，比餃

的学生の能力が固定し，ある水準をもっている

ともいえる。

全体を通じて注目すべき点は，対象20校のほ

とんどすべてが，各年度において，全受験者の

平均値よりも高いことにある。特に， I.Il. 

fil群ではこの優位は明らかである。

70 

65 

60 

55 

図1 T-scoreによる大学別

進学適l生検査得点の平均値変化表

a大 I

---d大

----9大 Iil.

，f夕1ク9/|”
平均ー全受検呑
（裸械集計1：よる）

27年 28年 2領
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5年間の各大学入学者の平均得点を，多少の

無理をおして平均した上で， 4群別に整理した

ものが表15である。なお表16として，学部別の

昭和29年度における順位表をかかげた。
............ 
国家公務員六級職試験資料一進適は入学期の

学力を示す。これに対して，ほ底卒業期にあた

る頃の学力を比較検討することはできないか。

このように考えて，私たちは国家公務員六級職

の試験資料を用いることにした。もちろん，こ

こで示される学力には，在学中の教育の成果が

加味されている。その点を承知した上で，私た

ちはこの資料をあつかった。

表15 T-scoreによる 5年間の大学別平均値表
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資料は人事院事務総局より入手したものを主に使

用した0 (1)昭和30年度， 31年度，六級職公務員試験

受験申込者分類表と，（2）両年度における，同合格者

分類表である。

この二つは同形式のもので，それぞれ三つの表か

らなっているが，われわれが使用したのは，それぞ

れの第三表， 「大学別試験区分別申込者数（合格者

数）」である。

さいわい，この資料については，進適と異な

り私大の学生に関するデータをあつかうことが

できた。調査結果はここでも，図 2～図 6に示

したが，注意すべき二，三の点だけあげておこ

う。

表16 昭和29年度進学適性検査大学別成績順位表

臼~I 貪 I 農 l 経 1 法 1 医）理 I エ I 文 1 教
a 大 1 ① ① ① R ① I ① ①]①  

h 大 2 4 3 4 R R 3 

b 大 3 2 2 2 ① R 2 2 2 

aコ：大 4 ① ④ 

a経社大 5 3 ⑤ 4 

e 大 6 3 8 7 3 ⑤ R 6 4 

f 大 7 4 7 6 14 R ⑥ 7 7 

d 大 8 6 6 4 ① ⑦ 5, 8 

g 大 ， ⑤ R R ⑪ ⑪ ⑲ R ⑥ 

C 大 10 8 ⑤ 8 3 

j 大 11 5 8 14 11 12 10 

i 大 12 10 ⑩ ， 10 ， 10 5 

m 大 13 10 8 10 14 12 

1 大 14 7 R ⑥ 8 ⑪ 16 
I 

k 大 15 ， 12 7 13 15 ， 
s 大 16 5 13 11 

゜
大 17 11 ⑪ ⑫ 14 13 13 

n 大 18 13 ⑫ 15 15 ⑯ 15 

r 大 19 13 16 
I ＇ 14 q 大 20 12 11 10 17 

註，〇印は単一の学部の受験生得点順位ではないも

のを示すo たとえば，法経学部，文二，理一，と

いった区分で受験せしめている場合，専門課程の

該当箇所に0で位置づけたo

図2 国家公務員六級職試験

（全合格者に対する比率）
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図3 国家公務員六級職試験

（合格率）

図6 国家公務員六級職試験

（理科系二類合格率）
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図4 国家公務員六級職試験

（文科系合格率）
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図5 国家公務員六級職試験

（理科系一類合格率）
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第ーは，国立大学に比して，私立大学の合格

者の数が非常に少い。申込者数では，国立の合

計が12,344名に比して，私立大学の合計が10,8

48名と，大差はないにもかかわらず，全合格者

中に占める構成比では，全国立大学 89.35%,

全私立大学6.05％と，実に約13分の 1という大

きなへだたりを示している。

第二に，国立大学のなかでも，旧帝大と新制

大学の間には，大きな開きがある。旧七帝大は

全合格者中の 60.17％を占め，合格率において

も 100人中19.2人におよぶが，新制大学を含ん

だ国立大学では， 100人中10.9人におちる。

第三に，旧七帝大の中でも， a大は全合格者

数の 3割余を占めている。

第四に，観点をかえて，合格者数ではなく合

格率についてみると，単科大学の進出が目立つ

。たとえば， a工大は a大の 100人中36.2人に

次いで25人， a経社大は b大の19.6人に次いで

16.9人であり，数において優勢を示している他

の旧帝大や私立大学をしのいでいる。だが，こ

こにおいても， a大の 100人中36.2人は他の追

随を許さない。

第五に，私立大学のなかでは， b私大が殴ぼ

コンスタントの合柊者を出していることは，注

目に価しよう。その数において，つねに旧七帝

- 227 -



京都大学教育学部紀要 IV

大の中間に喰いいっているし， 31年度には，全

私大あわせて91人のうち49人と，実にその半数

以上を 1校で担っているのである（但し合格率に

おいては極めて低<, 100人中 4人である0)

第六に，試験区分を，文科系（行政・法律・経

済・心理），理科系第一類（数理統計・物理・地質・

電気・通信・機械•土木・建築・応用化学・造船・金

属・鉱山），理科系二類（農学・農業経済・農芸化学

・農業工学・畜産・林学・水産・蚕糸） の三つに大

別し，それぞれの分野における学校差を検討し

てみよう。

文科系では， g大の低調を除けば，しまぼ全体

の成績に近いが，前に述べた単科系の「実力

型」のうち，文科系の a軽社大と今までは綜合

大学であるが単科の伝統が強い C大が，注目に

価する位置を占めている。合格率では， C大は

a大の100人中 33.5人に次いで17.2人， a経社

大は15.9人でそれに次ぐというふうに，両者で

二，三位を占め，次の綜合大学である b大の14

.8人を圧倒しているし，また，合格者数におい

ても，他の旧帝大に肉迫し， g大をしのいでさ

えいる。ここで考えておかなければならないの

は，ここに「文科系」と一括してまとめたもの

の内容である。それを検討してみると表17のよ

うになり，法律・行政を加えた法学部，ならび

に，経済学部に属すると思われるものの数が圧

倒的に多い。

表17 試験区分別合格者数

行 政 116 

法 律 325 

経 済 132 

心 理 41 

このことは， 「文科系」にあらわれた種種の数

字は，おもに法学音訳ならびに経済学部の性格を

示しているものであると考えてよいと思われ

る。他面，文学部・教育学部の学校差をみるこ

とは，困難だということにもなる。

ここでただちに， C大が法学部・経済学部を

もたないにもかかわらず，何故にいわゆる「文

科系」において優位であるかという疑問がわ

く。それは，心理部門における全合柊者41名の

うち， C大が13名を擁しているという事実にも

とずく。

理科系一類は理工系であるが，ここでも C大

は合格率において，申込者の25％を入れるとい

う堅実さを示しているし，文科系の a経社大に

対する理科系の a工大の「実力型」が同じ率で

あるのが，まず注目される。

理科系二類では，農学部をもたない大学に受

験者がなく，学校差の比較は， fまんの少数に限

られている。そして，ここでは，他の二系また

は全体にみられたように，全合格者に対する比

率と合格率の間に大きなギャヅプをもった大学

は，見受けられない。
...... 
その他の資料ー以上あげた資料のfまか，教授

の能力をさぐるために，学会と学会誌における

活動に関する資料を求めたが，研究の結果，他

の資料とつきあわせながら用いることができな

いことがわかった。学会の活動は，地理上・事

務上の便宜や勢力関係に左右されるために，学

者の能力をそのまま反映することが少ないと考

えるしまかない。参考までに，これを昭和32年度

学術会議員の所属機関別構成表とともに， 「実

質上の学校差」に関する部分の附録として，終

りに付けておく。

調査が示唆するもの 以下に開査結果から導き

出しうる推定によって大学の実質上の学校差の

メカ＝ズムを明らかにすることに役立てたい。

................... 
(1)学生と教師の実力との間には関係があるか
..... 
もしれない。

教授の能力に関する調査と，進適の報告は，

それぞれ全く別個の研究であり，研究の対象

も，教授と学生の能力のほんの一部分だけをふ

くむ不完全なものにすぎない。それにもかか
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わらず，この二つの調査結果の相関を求めると

いちぢるしく高い。相関は，大学を全体として

ではなく，学部別に見た場合にも高い。おそら

く，このことは優秀な教授を擁する大学には，

比較的優秀な学生が集ってくることを意味する

のかもしれない。

この点を次に示す調査結果によって示してお

こう。大学院をもつ国立大学20校について，進

適の順位と専門家による教授の判定の順位と

を，スピアマンの順位差法 (rank difference 

method)によって算定すると，相関係数は＋0.9

13となる。学部別の相関係数もつぎの通りにな

る。

農学部十0.93

医学部＋0.845

文学部＋0.86

工学部＋0.84 教育学部＋0.90

秩学部＋0.89 理学部＋0.75

経済学部十0.81

詳細なデータとして

かげておく。

表18のA

表18のA～表18のIをか

進適と専門家評点の順位間相関

p=+0.913 

進適25~29年専門家による諏(DZ)
度平均Tスコア Ratings I =114 

1 大学名 平均点 1順位平均点 1順位 DID2 

a 大 68.68 1 4. 77 1 

゜゚上 b 大 65.29 2 4. 71 2 

゜゚a経社大 64.86 3 3.97 5 2 4 

位 h 大 64.63 4 3.51 ， 5 25 

aコ：大 63.91 5 4.50 3 2 4 

10 e 大 62.68 6 3.71 8 2 4 

f 大 62.56 7 3.88 6 1 1 

校 d 大 59.85 8 4.03 4 4 16 

g 大 58.78 9 3.42 10 1 1 

C 大 7 3 ， 
， j 翡大I 5 7 . 7 3 . 11 2.86 11 O I 0 

下 m 56. 55 12 1.87 15 3 9 

i 大 55.38 13 2.37 12 1 1 

位 k 大 55.07 I 14 1.95 14 

゜゚1 大 54.31 15 2.11 13 2 4 

10 
s 大 54.15 16 1.59 19 3 I 9 
n 大 53.97 17 1.57 20 3 ， 

校 ゜
大 53.38 18 1.66 18 

゜゚r 大 52.62 19 1.81 16 3 ， 
q 大 51.70 20 1.67 17 3 ， 

表18のB 文 学 部

p=+0.86 

m

k

n

 

進適29年度 専門家による ::z(D2) = 
Tスコア Ratings I 94.5 

大学名平均点 1順位平均点順位 D I D2 

a 大！ 70.2| 1「4.87[ 1 [o l o 

大

h 大|66.o I 3 I 2. so I* 9 I 6 I 36 

噂社大1 65.6 4 3.10 1 6 2 4 

d 大 63.9 I 5 I 3.83 I 4 I 1 I 1 

f 大 62.7 I 6 I 3. 07 I 7 I 1 I 1 

e 大 61.9 I 7 I 3.27 I 5 I 2 I 4 

大 61.8 I s I 3. 93 I 0 I 5 I 25 

大 61.3 i 9 I 2. so I* s I 1 I 1 

大 60.3 I 10 I 2.so I* 10 I o I o 

大 59.6 I 11 I 1. 40 I 13 I 2 I 4 

大 59.1 I 12 I 2. 30 I 11 I 1 I 1 

大 57.s I 13 I 1. 27 I 15. 51 2. 5 I 6. 25 

大 57.6 I 14 I 1. 33 I 14 I o. I o 

大 55.4115 1.5012 3 9 

大 5_Ll.7 I 16 I 1. 27 I 15. 51 1. 5 I 2. 25 

c

g

i

1

j

o

 

＊学術研究および教育に関する学校一(1)参照

表18のC 教 育 学 部

p=+0.90 

a

b

c

f

g

e

i

k

d

.

J

m

o

 

進適29年度Tス
コア (2年制，

専門家による l(D2)= 

4年制平固）
Ratings I 85.50 

大学名 平均点 i順位 1平均点 1順位ID l D2 

大 10.2 I 1 I 4. 77 I 1 I a I o 
| 

大 66.4 I 2 I 4. 55 I 3 ! 1 I 1 

大 63.9 I 3 I 4. 64 I 2 I 1 : 1 

大 62.3 I 4 I 3. 98 I 6 I 2'4  

大 61.3 5 3.70 | 7 | 2 1 4 

大 60.s I 6 I 4. 36 I 4 I 2 I 4 

大 56.1 I 1 I 4. og I 5 I 2 ! 4 

大 55.9 I s I 1. 64 113 I 5 i 25 

大 55.5 I 9 I 3. 34 I s I 1 : 1 

大 53.4 I 10 I 2. 36 I 9 I 1 ! 1 

大 53.2 I 11 I 1. n I 10 I 1 1 1 

大 53.1 1 12 1 1. 66 1 12 I o i o 

大 52.6 I 13 I 1. 01 1 rn 1 3 I 9 

大 51.6 I 14 I 1. 34 I 14 I o I o 

大 51.2 I 15 I 1. 20 I 15 I o I。
大 50.1 I 16. 5 I 1. 68 I 11 I 5. 5 I 30. 25 

大 50.1 I 16.5 I 1.00 117 j 0.5 I 0.25 

S

r

 n

1

q
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表18のD 法 子呂 部 表18のF 理 子呂 部

p=+0.89 p=+o. 752 

進T適ス29コ年ア度可I厚門Ra家tinにgよsぢェ(D2)＝40.50 進適29年度専門Ra家tiによる ~(D')= 
Tスコア i． ngs 168.5 

大学名 平均点 1順位 平均点［順位 D I D2 大学名 平均点順位平均点順位|D I D2 

a 大 70.9 1 

゜゜
a 大 74.6 1 I | 4.83 1 I 0 

゜b 大 70.7 2 4.79 2 

゜゜b 大 68.9 2 4.50 2 

゜゜ 大 69.7 3 4.73 3 h 

゜゜h 大： 66.5 3 2.83 8 5 25 aゴ：大 68.1 4 4.00 7 3 ， 
d 大 66.1 4 4.33 3 1 1 C 大 66.1 5.5 4.04 6 1.5 2.25 

a経杜大 65.6 5 3.90 4 1 1 1 大 66.1 I 5.5 1.33 15 9.5 90.25 

大 64.8 6 3.08 7 1 1 
d 大 65.5 7 4.48 4 3 ， 

e 
f 大 46. 9 8 3.56 

9 I i 1 
1 

f 大 63.8 7 3.55 5 2 4 
大： 62.8 ， 4.35 5 4 16 e 

大 62.1 8 3.48 6 2 4 i 大 61.2 10 3.01 10 0 

゜g 大 61.3 9 ＇ I I 2.20 ， 
゜゜

g 大 60.7 11 3.98 8 3 ， 
大 60.0 10 1. 10 10.5 0.5 0.25 ゜

大： 60.6 12 1.46 14 2 4 m 
k 大 59.3 13 2.23 11 2 4 

゜
大 57.8 11.5 0.80 13 1.5 2.25 

j 大 59.0 14 2.12 12 2 4 
k 大 57.8 11.5 1.10 10.5 1 1 n 大 58.7 15 1.01 16 I 1 1 

n 大 54. 7 13 1.08 12 1 1 m 大 57.0 16 1.83 13 3 ， 

表18のE 経済学部 表18のG エ 子呂 部

p=+0.81 p=+0.84 

進T適ス29年度専R門a家tiによる :::S(DZ)= 進 29年度専平門R均a家t点ingに1順よsる ~( (D')= 
コア ngs 41.50 Tスコア 108.75 

大 学名 平均点 1順位 平均点 l順位 D I D2 大学名平均点 1順位 位 D I DZ 

70.9 I 1 4.93 1.5 0.5 0.25 a 大 74.6 I 1 5.00 1.5 o.5 I 。.25
b 大 69.2 2 4.94 3 1 1 

b 大 68.1 2 4.85 3 1 1 
h 大 68.9 3 4.61 5 2 4 

a経社大 66.9 3 4.93 1.5 1.5 2.25 a工大 68.1 4 5.00 1.5 2.5 6.25 

h 大 66.5 4 3.48 
f 大 67.8 5 4.50 6 1 1 

7 3 ， 
大e 67.2 6 4.33 7 1 1 

大 65.0 7 4.56 4 3 ， d 大 66.9 7 4.83 4 3 ， 
d 大 65.5 5 3.44 8 3 ， 1 大 66.7 8 2.08 11 3 ， 

i 大 62.5 ， 2.03 12 3 ， 
e 大 65.2 6 3.52 6 

゜゜
m 大 61.4 10 1.83 13 3 ， 

f 大 64.3 8 3.56 5 3 ， j 大 60.9 11 2.31 ， 2 4 

g 大 60.7 12 4.00 8 4 16 
g 大 61.3 ， 2.22 ， 

゜゜
s 大 60.5 13 1.64 15 2 4 

大 61.1 10 1.63 11 1 1 ゜
大 59.8 14 1.56 16 2 4 

1.78 10 ¥ | 1 J 1 
n 大 59.3 1 5, 2.1,3 10 5 25 

q 大 58.8 11 r 大 57.6 16 1. 75 14 
I 

2 4 
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表18のH 農学部

p=+0.93 

-・-・ 

進適29年度専門家によるI
Tスコア Ratings ~(D2)=20 

大学名平均点 1順位平均点 1順位ID | D2 

a 

b 

f 

e 

g 

d 

1 

C 

k 

i 

q゚ 

大 69.8 1 4.85 1 

゜゜大 65.6 2 4.74 4 2 4 

大 64.0 3 4.76 3 

゜゜大 61.4 41 3.00 6 2 4 

大 60.7 5 4.81 2 3 ， 
大 59.5 6 3.59 5 1 1 

大 57.8 7 2.5,7 7 

゜゜大 57.6 8 2.43 8 

゜゜大 53.8 ， 1.93 ， 
゜゜大 51.5 10 1.48 11 1 1 

大 50.0 11 1.63 10 1 1 

大 49.1 12 1. 24 12 

゜゜
表18の I 医学部（歯科・薬学科を含む）

o=+0.845 

進適29年度専門家による ~(D2)= 
Tスコア Ratings I 68.5 

大学名 平均点 l順位一平均点 1順位 D I D2 

b 大 70.1 1 
4.80 1I 2 

1 1 

a 大 69.9 2 4.85 1 1 1 

f 大 69.3 3 4.48 4 1 1 

h 大 68.7 4 4.50 3 1 1 

e 大 66.4 5 3.73 6 1 1 

1 大 66.3 6 3.60 7 1 1 

k 大 64.4 7 3.30 8.5 1.5 2.25 

m 大 63.9 8 0.5 0.25 

i 大 63.8 ， 1.83 14 5 25 

g 大 60.7,10 3.93 5 5 25 

n 大 60.2 11 2. 75 10 1 1 

s 大 59.8 12 2.05 13 1 1 

q 大 59.6 13 2.65 11 
2 I 4 

r 大 57.1 14 2.35 12 2 4 

................... 
(2)教授の質がよければ学生の学力も同上する
．． 

らしい。

すでに述べたように，教授の質が優秀な大学

には，比較的学力がすぐれた学生が集るように

見える。この学生たちは，教授たちの教育によ

って一層すぐれた学生になるだろうか。もちろ

んこの問題に簡単に答えることはできない。

私たちは，この問題の手掛りを得るために，

殴底卒業期にうける国家公務員六級職の試験の

結果と，専門家による教授の能力の判定との間

の相関を吟味した。相関係数は非常に高く＋0.

889である。決して十分な資料ではないが，ひ

とつの示唆とも考えられるだろう。表19を参照

していただきたい。

表19 専門家評点順位と六級職試験合格率の相関

p= +0.889 

専門家によ〇- 六級戦試験 ~(D2) 

----- --- Ratings 合格率 I~門(28,....,31年）

I大学名 1平均点 1順位亨輝言 I順位IDI D2 

a 大 4.77 I | 1 37.60 1 

゜゚上 b 大 4.71 2 26.98 2 

゜゚a工大 4.50 3 26.95 3 

゜゚位 d経~大I 4.03 
4 8._58 11 7 49 

a 3.97 5 13.20 5 

゜゚10 
f 3.88 6 11.05 8 2 4 

C 大 3.76 7 11.33 7 

゜゚校 e 大 3,71 I | 8 13.63 4 4 16 

h 3.51 9 11. 75 6 3 ， 
g 大大l| I 3 . 42 10 8.88 10 

゜゚j 大 2.86 11 8.55 ， 2 4 

下 i 大 2.37 12 6.80 15、 3 ， 
I 大 2.11 13 7.70 12 1 1 

位 K 大 1.95 14 6.03 I 16 2 4 

m 大 1.87 15 7.15 14 1 1 

10 r 大 1.81 16 4.55 18 2 4 
q 大 1.67 17 1.40 20 3 ， 

校 ゜大 1.66 18 5.33 17 1 1 

s 大 1.59 19 7.43 13 6 36 

n 大 1.57 20 4.28 19 1 1 

................... 
(3)大学全体の実質と部分の実質とは異ること
．． 

がある。

以上，私たちは一方では，入学期の学生の学

力と教授の能力，他方では，教授能力と卒業期

の学生の学力との間に高い相関があることをみ

た。しかし事実上，すべての大学で，大学がふ

くむあらゆる要素が全体として見事に統一され
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ているのではない。

まず，教授の質と入学期の学生の学力がマヅ

チしない場合がある。たとえば国立の h大学で

は教授の能力は 9位に評価されているのに，学

生の進適の成績ははるかにこれを上まわって 4

位である。逆に同じ国立の d大学では教授が 4

位であるのに学生の進適は 8位になっている。

学部別に見た時にも，やはりかなりの数の大学

で，この食い違いが見られることは注目してよ

い。主だったケースをまとめてみると表20のと

おりである。

表20 進適成績と専門家評価の食い違い
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つぎに教授の質がすぐれていても，学生の公

務員試験成績が悪い大学もある。教授の能力は

4位と評価されているのに，学生の試験成績が

11位である d大学が，そのすぐれた例である。

これと逆の関係は e大学， S 大学にみられる。

大学全体の実質がただちにこれを構成する部

分の実質でないことを示すものは，以上のべた

教師と学生の関係よりも，むしろ大学と各専門

別の学部の関係であろう。まず専門家による教

授の能力の判定について見ると，大学全体の評

価が高いところでは，すべての学部の評価が高

いとはかぎらない。たしかに a大学は八つの学

部で 1位であるが， b大， d大， f大など全体

の評価が低くなるにつれて，各学部の特色が間

題になる。たとえば全体の評価では一流である

d大も，文学部，経済学部，農学部，教育学部

では二流の上に位置している。その反対に全体

の評価では二流の下でありながら，学部によっ

ては一流に入っているのも少なくない。全体で

は二流の下にある j大と b公大が経済学部で

は，いずれも一流に属している事実を例にあげ

ておこう。

教授の能力について学部の特色が見られるよ

うに進適を見ると，学生の学力も学部別に異る

ことが明らかである。ここでも j大学は大学全

体として見れば進適の成績はすぐれていない

が，軽済学部では上位にある。同じことは K大

の医学部， S大の医学部にもあてはまる。

................... 
(4)理工関係では新興大学や私立大学も一流に
........ 
なることができる。

学部に特色をもって進出しようとするとき，

文科系よりも理工系の方が有利なように見え

る。ふたたび教授の能力の評価の表を見ると，

すべての学部でつねに 1位にある a大学が，他

の大学と 1位をわかっている唯一の学部は工学

部である。同じく工学部では，他の学部では一

流に進出しにくい私大が，一流に位置している

ことが注目に価する。 「駅弁大学」といわれる

地方大学も，全体としての評価は低くても，理

工系で優れているときには，それどれの学部内

で高く評価されている。主だったものをピック

・アップしてみると，表21のようになる。

理工系では新興の大学や地方大学が，一流に

進出しやすいのは何故か。おそらく，この種の

学問では，業績を評価する客観的な規準が文科

系よりも確立しており，名のない大学でもとら

われぬ評価によって，すぐれた実質を誇められ

得るからであろう。この推定を裏書するのは，
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表 21 

全体とし

大学名
ての順位 i 学部名順位

順位 l クラス 1学部名 1順位 I クラス

k
 
m

r

 q

o

s

n

 

I

e

 

2
8
2
9
3
0
3
1
3
2
3
3
 

大

大

大

大

大

大

大

大
19 

23 

C

C

C

C

C

C

C

B

B

 

｛医学部
理学部

医学部

医学部

医学部

医学部

医学部

f医学部
し工学部

教育学部

医学部

位
1
0
1
4
1
1
1
6
1
5
1
2
1
8
1
4
1
4
5
9
 

r

l

r

ー

し

1

2

1

2

2

1

2

2

2

1

 

B
B
B
B
B
B
B
B
B
.
A
B
 

r

l

r

 

__ l` 

ひとつは，専門家の評価にあたって，珪科系の

方が文科系よりも回答率が高かったという事実

である。解答のなかに表に示された DとEにあ

たる判断中止が理工系に少ないことも同じよう

に私たちの推定を裏書しているのではないか。

................... 
(5)文科系では少数の古い大学だけが一流と考
........... 
えられやすい傾向がある。

この傾向をもっともいちじるしく示している

のは，専門家評価のなかの文学部である。 a大

とb大というただ二つだけの旧帝大が，一流と

してあげられているが，他方，三流には非常に

多くの大学が列挙され，しかも DとEが多いこ

とが注目に価する。大学教授の実質を評価しに

く<,したがって，古い大学がいたずらに虚名

を博するおそれがあるのは，この種の学間の領

域ではないか。大学の実質に関して扱いにく

く，しかも深刻な間題は，主として，この積の

学問の領域にありそうに思われる。

附録 人文科学関係学会ならびに学会誌数，

（文部省大学学術局学術情報室：「昭和30年度全国学

協会要覧（人文科学）」による），および昭和32年度

表22 学術会議議員のうち大学関係者（学長・教授・助教授）の大学別・学部別分布表

国
公
私
立
別

大 学 名

ノヽ
％ 員す分

議対百（
全にる率

ノヽ

計CA

学長

名誉教授

研究所

医学部

農学部

繊維学部

工学部

理学部

商学部

商経学部

経済学部

政経学部

法学部

教育学部

文教学部

女理学部

文学部

i 2 1 

I l 

2I '4 1 3 1 61 3 ~ I | 4 
2>5 I 11.9 1 3 3 3 4 10.5 

3 2 3 3 3 4 2 10.5 
2 1 2 1 1 3.8 

I 1 1 3 1 2.9 
2 1 1 4 1 4.8 
1 3 6 2.9 

1 1 2 1 1 1 7 3.3 
1 2 1 4 1.9 
1 1 1 3 1.4 

1 1 2 1.0 
1 1 0.5 

1 1 0.5 
1 1 0.5 

1 1 0.5 
1 1 0.5 

1 1 2 1.0 
1 1 0.5 
1 1 0.5 

1 1 0.5 
1, 1 0.5 
1 1 0.5 
1 1 0.5 
1 1 0.5 

1 1 0.5 
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w" 

1 1 

1 1 

1 | I 1 1 5 2.4 
2 1 1 1 1 6 2.9 

私
1 1 1 3 1.4 

2 1 4 1.9 
斗ーエ→ 1 1 0.5 

＇ 

1 1 0.5 

大
1 1 1 3 1.4 
1 1 2 1.0 

1 1 0.5 学 1 1 0.-5 
1 1 0.5 

1 1 0.. 5 

公 大阪市立大学

立
大阪歯科大学

大
京都府立医科大学

迅札幌医科大学
子長崎医科大学

| 

（計）

21 I 11 i 1 

I I i 
9 1 1 

I I I I I I 11 

学術会議議員定員 210名のうち大学所属者

I 

5
 ．
 ，
 

7
 

7
 

6
 

4
1
1
1
1
 

↑
 

9
5
5
5
5
 

••••• 1
0
0
0
0
 

註 学術会議の構成は次のようである。第 1部文学・哲学・史学，第 2部法学一般・公法学・民事法

学・刑事法学・政治学，第 3部経済学・商学，第4部数学・天文学・物理学・地球物理学・化学

•動物学·植物学・地質学・鉱物学・地理学・人類学，第 5 部応用物理学・機械工学・電気工学・
造船学・土木工学・建築学・鉱山学・金属工学・応用化学，第 6部農学・農芸化学・林学・水産学

・農業経済学・農業工学・畜産学・蚕糸学，第 7部基礎医学・臨床医学・公衆術生学・粛学・薬学
なお定員は各部門ともそれぞれ30名であり，従って，全定員は210名であるっ

学術会議員の構成を，それぞれ，図 7および表22

に，附録としてあげておく。

図7 人文科学関係学校所属別学会数

—....営会
こ二］・り・登会誌・ ●● 

2 4- 6 8 10 12/416 18 20 22.24 26 28 30 32 34 ;36 38 40 42 44 

7.3.2．社会勢力上の学校差上にみたように，一

ロに大学といっても，短大をあわせれば 500に

も近い多数の大学があり，これら大学間には，

入学してくる学生の質においても，教授や設備

や予算からくる研究・教育能力においても，か

なりの学校差が現存していると推定される。ゎ

れわれが「実質上の学校差」と呼んだのは，正

に，このような点についての差を意味していた

のであった。そうして，このような差異が存し

ている限り，学生は，能力や経済的事情などが

許すかぎり，少しでも，実質的にすぐれた大学

に入ろうとするはずだと一応は考えられる。し

かし，そのような差が現存しているということ

は，その差がそのままに認識され評価されてい

るということを意味する訳ではない。なぜな

ら，このような実質上の差は，それを認識する

こと自体が，専門家にとってすら容易なことで

はなく，況して一般の人には，そういう差を正

確に知るのに役立つような材料がおいそれと手

に入らないからである。両親や受験生にとって

，その材料になるものといえば，たかだか，従

来から，それぞれの大学に入学を許されてきた

学生の質を，お底ろげに示すニ・三の指標，た

とえば入学競争率だとか，高校の先生や受験雑

誌を介して知り得る各種の模擬試験・高校在学

中の席次などと各大学合格者との対応関係てい

どのものに限られよう。とすれば，受験生や両

-234-



入試の研究：入学競争の社会的条件

親が，かりに，研究および教育に関する各大学

の能力だけを基準に，進学校を選択しようとし

たところで，そのための評価材料は，より間接

的な何かの資料で間に合わせる他はないはずで

ある。

だが事実上，両親や受験生が大学選択に当っ

て評価の基準点とするのは，決して，このよう

な実質上の学校差に恨られない。すでにふれて

きたように，従来から，学歴に対する社会的な

待遇差が，多分に形式因果的な形で伴ったり，

学閥が形成されて大きくものをいったり，現代

でも，後述するように求人広告が一部特定校に

しか来ないという現実がある以上，そこには，

実質的な研究・教育能力とともに，卒業後の就

職・待遇・出抵の手段として何処をえらぶのが

賢明かという観点が強化されざるを得ないから

である。

こうして，容易に知るてだてのない実質上の

学校差を，比餃的目につき易い所でわれわれに

示してくれるものとしては，結局，論理的に

は，そのような実質上の差の結果として生じた

と考えられる，過去の卒業生の就職状況や地

位，あるいは，現職教授たちの社会的活動状況

といったことになろう。もちろん，われわれが

社会勢力上の学校差と呼ぶこれらの差は，決し

て実質的な学校差の忠実な反映ではなく，閥に

よるヒキだとか，固定化したネーム・ヴァリュ

ーだとか，さまざまの能力外要素がつけ加った

結果と見ねばならない。しかし，そのような挟

難的要素の混入性こそかえって受験生や両親の

学歴観における就職・出世につながった関心の

在り所に適合するものといえよう。このように

して両親や受験生の大学選択において，その動

機づけとして働く評価上の学校差は，進学係の

先生・ジャーナリズム・受験雑誌等のメディア

を通じて，或は，直接，自分の周囲を見渡すこ

とによって悟る，出世や就職につながった学歴

・出身校の値打や，新聞・ラジオ・講演会など

で，しばしば，その名に接する現役教授の社会

活動における勢力分布などを有力なメドとせざ

るを得ないと考えられる。われわれは，このよ

うな観点から，順次，現代の日本における主だ

った社会勢力上の学校差を，やや客観的な形で

とらえる努力をしてみたい。

大学卒業者の社会勢力分布 官界 過去の日

本における官僚の世界と学歴，とくに東京帝国

大学との結びつきについては，すでに詳しくふ

れた。現代の官界の最上層における勢力分布に

ついても，その際にあげた三つの年鑑人名録に

おける学歴別構成の表だけで十分見当をつける

ことができよう。だから，ここでは，先にも紹

介した日本官界情報社の「日本官界名鑑（昭和

31年版）」 に関する調査結果を，ここでの目的

に合わせて，やや詳細に紹介するにとどめたい

と思う。この名鑑は中央編と地方編に分けられ

ており，中央編には内閣・総理府・各省並にそ

の全国出先機関の主要職員を，地方編には，都

道府県庁（教育委員会事務局・議会事務局等をふく

む）の主要職員を登載し，外務省・文部省の重

要ボストを例外とすれば大体，下限を課長にお

いている。全体に関しては，約13.000名にも上

るので， 10分の 1の抽出比による標本調査で間

に合わせることにしたが，約 16％の不明を除

く，中央643,地方441の楔本の出身学校中，主

だったものの占める割合は，表23に示すとおり

である。この表を見れば分るように，都道府県

庁やその教育委員会などの要職には，相当，大

量に私大・高専の出身者が進出しているが，中

央官庁となると国立大学，それも東京大学出の

圧倒的な勢力がうかがわれよう。地方官庁にお

ける国立大学出と私立大学出の比が，大体2: 

1であるのに対して，中央では 6: 1に近い。

しかし，ここで中央といっているのは各省出先

機関（附属機関や外部部局） をふくめての話であ

り，それをいわゆる本省づとめとか内部部局に

限った場合，特定大学，なかんずく東大の独占

傾向は，文字どおり圧倒的なものとなる。いま

，その一側面をうかがうために同じ「日本官界

名鑑」から外務・大蔵・文部・農林・通産の 5

省だけをピy ク・アップして，内部部局のみに
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表23 官界における出身学校

中 央 地 方

国
公
立
大
学

東大
9.  

尽大

北大

九大

東北 大

その他の国公立大学

私
立
大
学

237 (36.8) 

39 (6.1) 

24 (3.7) 

20 (3.1) 

18 (2.8) 

40 (6.2) 

15 (2.3) 

11 (1. 7) 

13 (2.0) 

26 (4.0) 

I 

1956年「日本官界名鑑」の1/10抽出調査

中央大

日 本大

早稲 田

その他 の 私 立 大

ムO/
 

小計
378 (58.8%) 

62 (14.0) 

36 (8.2) 

15 (3.4) 

5 (1.1) 

6 (1.4) 

1-5 （3.4) 

％ 

小計
139 (31.5) 

小計
65 (10.1) 

13 (2.9) 

14 (3.2) 

6 (1.4) 

30 (6.8) 

小計
63 (14.3) 

外 国 大 学 2 (0.3) 1 (0.2) 

大

高

中

学

専

学

出

出

出

身

身

身

計

計

計

445 (69.2) 

124 (19.3) 

74 (11.5) 

203 (46.1) 

156 (35.4) 

82 (18.5) 

計 543(100.0) 441(100.0) 

表24 五省内部部局主要職員の出身学校

＼＼、官庁名外務大蔵文部農林通産

学歴 ＼ ＼ 、 実数（％） 実数（％） 実数(%)I実数（％） 実数（％） 実 数 ％ 

東 大 53 (84) 63 (49) 50 (46) 73 (84) 100 (74) 339 64.4 

東京商大 7 (11) 8 (6) 2 C 2) 

゜
(-） 6 (4) 23 4.4 

尽P.  大

゜
(-) 5 (4) 3 (3) 3 (3) 5 (4) 16 3.0 

その他の国立大学

゜
(-) 4 (3) 11 (10) 6 (7) ， (7) 30 5.7 

国立大学 計 60 (95) 80 C62) I 66 (59) 82 (94) 120 (89) 408 77.5 

中大

日大

その他の私立大学

私立大学 計

学計 |60

高専・師範卒

中学卒

不明

I 63 

0

0

0

0

 

大

3

0

0

 

計

(-) 

(-） 

(-） 

(-) 

(95) / 115 

(3) 

(-） 

(-） 

(100) / 130 

7

6

2

5

 

1

1

3

 

6

2

7

 

(1~) 

(5) 

(9) 

(27) 

C88) I 86 

(5) 

(2) 

(5_) 

(100) j 111 

7

4

9

0

 
2
 

1

2

2

 

1

1

 

(6) 

(4) 

(8) 

(18) 

(77) / 129 

(10) 

(2) 

(11) 

(1 00) | 87 

0

0

0

0

 

5

0

0

 

(-) 

(-） 

(-） 

(-） 

(95) / 129 

(6) 

(-) 

(-)J 

(100) / 135 

3

4

2

9

 

3

1

2

 

c 4) I 

c 3) I 
(2) 

(7) 

(95) / 

(2) 

(1) 

c 2) I 

c100) / 

計
＿
ー

27 

14 

23 

64 

5.1 

2.7 

4.4 

12.2 

472 

8

5

1

 

2

2

 

526 

I
 

I
 

89.7 

5.3 

1.0 

4.0 

100.0 
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表25 五省内部部局主要職員の卒業年代別・役職別出身学校

計

～昭和12年まで 昭和13年以後～ 出身

1部・局長1課長 1警鴨計 1 

年度立 計

次 長 l課長冒長補誓不明星人覧課長 1喜喜誓1 計

東その他の国立大大％ ％ 
盈｝ (32.45>9)1 1 (65.95) 9 (2.0) 3 

(C(J101102O80302O)7)85): 1 1 I , i 1 (891.682496)89 )) 7 l 1 I | (10.219)1 : 

1 497 1 268 22 339 

(10悶(24. (68.290 ) 
2 

(76. (23.65， ¥ 2 50 12 69 
(7.0) 

国 立大計％ 
(1需 l 15 5 

, (871 . （1 2. 42)8, 1 l 

3 56 318 34 408 
(31. (66. 1 (2.8) 

(1005 0 (33.3) 3 (66.76 ) 
21 27 

(1005 ゜(44.4) 4 (55.6) 5 (1004 ) (25.0) (75. 
8 14 

(10翡 0 (25.0) 3 (75.0， ) (100) 8 0 （1008 ): 
19 23 

私大
(10闘 0 1）0 2） 0 (IO2O8 ) (10.73 ) (89.235) | 1 

48 64 
I (33.3 (66.7 

高

中

不

計

9

2

6

 -

3

 

6

3

-

8

 

1

4

 

一

1

0

7

‘

 

-
5
 

6

5

1

 

2

-

4

 2
 

専

学

朋

2

0

5

 -

5

 

2
 

0

0

1

0

 

2

3

 

2

0

5

 -

5

 ゜゚

o
o
-

2
 

1

6

 

2

2

 
5
 

1

2

1

6

 

1

1

0

 ↑
 

6

3

0

3

 

1

1

8

 
3
 

l
o
o
i

ー

7
1
5
 

28 

5
 

つき掲載職員の出身校を全部調べて見たとこ

ろ，表24のような結果を得た。これら 5省を合

わせて，その64％が東大出に独占され，第二位

の中央は，その10分の 1にもみたない。だが，

これを卒業年度別・役職別に検討するとき，ゎ

れわれは，さらにおどろくべき数値を得る。即

ち，表25のとおり，年代を一番若い部局長の出

ている昭和12年で切ると，東大出では，この年

までに卒業した上褐 5省の内部部局主要職員

中， 32％は部・局長や次長クラスのものである

のに対して， 30人の私立大学卒業者からはただ

の一人もこのクラスに入っていない。また，さ

きにもふれたように，この名鑑には，文部省・

大蔵省の課長補佐や係長の一部，および金融検

査官がふくまれているが，東大出では昭和12年

までのものについては，このクラスにとどまる

もの僅かに 2%，昭和13年以後のものについて

も10％を数えるにすぎないのに対し，私立大学

出では，昭和12年までのものについてすら丁度

3分の 2'昭和13年以後の卒業者についてみれ

ば，その89％までがここにふくまれ，実は人名

録掲載役職中の下層クラスにとどまっているこ

とが明かとなる。同じように高等文官試験を通

過して官庁入りしたといっても，東大出の場合

と私大出の場合のこの極端な差は，官界におけ~

る赤門勢力のすさまじさを如実に見せつけてい

るものと云えよう。中央官庁→地方出先機関→

地方官庁という行政上の命令下逹系統は，実

は，日本の出世観念におけるヒエラルキーでも

あったのであり，学歴別構成における，ここに

見たそれへの対応関係こそ，官界における学歴

の意味を裏書するものに他ならない。

しかし，官界におけるこのような勢力分布は

，実のところ，大学選択における動機づけとし

て，昔ほど重要な意味をもたなくなったと考え

るのが妥当であろう。何故なら，このような数

値が，如何に過去の官界進出に対する学歴の意

味を物語っているとしても，現代は官公吏の社

会における相対的な地位が，従ってまた，それ

への評価が，全く変って了っているからであ

る。まず，板端に云えば，戦前，国家の主権者

天皇をたてに，その意志の遂行機関として人民
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にのぞんだ官吏は，今や人民に仕え，その税金

でまかなわれる公僕であるにすぎない。官吏と

いうものへの一般的な考え方そのものが大きく

変って，官僚は昔のような憧憬すべき地位とは

見られなくなった。第二に，たとえ公務員試験

に合格しても，大学出の官公吏のうける待遇と

いうものは，大企業で大学出のうける待遇に比

較すれば，その最低線に近くなっている≪。たと

えば，企業規模 1.000人以上の事業所の事務職

員の大学卒初任給（年令平均22オ）は，表26に示

すとおりであるが，ここに引用された労働者の

職積別等賃金実態調査の行われた昭和29年 4月

表26 大企業における大学出の賃金 (29年4月）

------ 年令業種~I
官庁

石 炭鉱業

紡織業

化学工業

第一 次 金 属 工業

機械 製 造業

電気器具製造業

卸売業

銀 行および信託

光・熱および動力供給業

22 オ |35 オ

8,700 I 23,600 
c10, 875) I (29,500) 
12,200 I 36,200 

11,400 I 41,600 

11,200 I 32,800 

13, ooo I 33, 600 

11, ooo I 29,400 

10,400 I 30,200 

11, 600 I 33,400 

11,400 I 43, 200 

10, 400 I 31. ooo 

業後13年程度の係長（地方課長補佐）なら，当時

より約 6％上昇している今の行政職 (1)の給

与表においても23.600円，同じく課長補佐（地

方課長）では 26.100円程度であり，これに最高

の暫定手当（昔の勤務地手当にかわるもの）を加

えても，平均の線には逹しない。また，この点

に関しては，昭和32年 4月号の雑誌知性が，東

洋経済新報の調査結果に知性編輯部の官庁給与

に対する推定を加えた比較表を出しているが，

これによれば，官庁と一般民間との差は更に大

きいことになる。参考までに同誌上の16にわけ

られた職域中， 旧制大卒 35オ時で 2,5, 8, 

11, 14位のもの 5種と16位の官庁を抜すいして

みると，表27のとおりである。これでは，青年

表27 官庁と他の業界との給料比較

＼＼夏9者の条件新制大卒 旧制大卒 旧制大卒
22オ 35オ 45オ

業種 ＼ 
＼ 勤続 0年 勤 続12年勤続22年

¥、家族 0 家族 3 家族 5 

官 庁 8,700 23,300 42,000 

鉄 鋼 11,200 27,683 61,140 

電 力 11,433 31,034 53,~25 

商事・貿易 12,675 34,958 56,393 

紡 織 13,959 39,938 65,764 

銀 行 12,171 41,841 71,072 

註 かっこ内は勤務地手当の最高を加算した場合

当時，国家公務員の 6級 1号俸は 8,700円で，

その何れにも及ばず，かりに，大都市の勤務地

手当を加えても， 10,875円で平均には及ばな

い。また昇給においても，一般行政職で大学卒

の憧れの対象とはなりにくいであろう。硯に京

大教育学部の学生が，京大宇治分校の学生 565

名を対象に， 「卒業後就きたい職業」を調査し

たところ，表28に示すように，公務員志望は会

社員志望の「 3分の 1」にもみたない。同じ調

表28 卒業後つきたい職業（京大宇治分校の場合）

会社員

櫻本数（実数） もO
/
 

207 

36.7 

公務員

60 

10.6 

教 師

25 

4.4 

学 者

85 

15.0 

自主ジャーナ
営業リスト その他

75 

13.3 

43 

7.8 

46 

8.1 

不 明

29 

4.2 

計

565 

99.9 

職＊収入・待遇 24% 8% 8% 9% 13% 9% 15% - 15% 

一未翌： 安 定 性 30 55 28 9 12 7 13 - 23 

の 性格的に向 く 54 43 44 29 37 28 28 - 40 

晨 情熱がもてる 27 28 52 66 5_5 7 4 35 - 41 

理由 I 昇進の望みか、ある 7 8 - 8 4 5 O - 6 

＊標本中，その項目を，少くとも選択理由の一つとしてあげたものの割合，従って，合計は100％にならない
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査で，職業の選択理由を分析した表28を見れ

ば，公務員という職業をえらびたいという主要

動機は，専ら，その安定性を買っているのであ

り，その仕事に情熱がもてるという選択理由の

少い点では，会社員と公務員が同格で最低をな

しているが，会社員の場合には， 「収入などの

条件がよい」点を買うものが公務員に 3倍して

いる。このように見れば，官界における勢力分

布は，たしかに学閥の匂いを強くただよわせて

いるけれども，それは青年への動機づけとして

の意味は昔筏どではなく，むしろ両親の生活史

にうらづけられたイメージとして，より間接に

働いているというべきであろう。

学界つぎに学界であるが，そのおおよそ

は，前に掲げた朝日年鑑その他の集計結果に示

されている。特に朝日年鑑のそれは，人名録所

掲の全人名中，半ば以上が学界にあてられ，総

数 1,612名に及んでいるから，その学歴別構成

以上に，同種の資料をつけ加える必要はあるま

ぃ。ただ，学界の勢力分布を，もう少し詳細に

分析しようとすれば，それを次の二つに分けて

考えるのが便利である。その二つの領域を「と

ざされた勢力分布とひらかれた勢力分布」とい

う仮の名で呼ぶことにしよう。とざされた勢力

分布とは，一般社会からはかくりされた象牙の

塔にすむ学者仲間での勢力分布であり，ひらか

れた勢力分布とは，学者がジャーナリズムその

他，社会の多くの人の前に姿をさらしている場

面での勢力分布である。さきにかかげた人名録

における学者の出身校別などは，その中間を示

すものとも去える訳で，それらは，ただ学長と

か部長という身分や研究業績だけを規準に選択

されたものでなく，ジャーリズムによくあらわ

れる有名さが一つの選択規準になっているとい

えよう。

ところで，この中，とざされた勢力分布につ

いては，ここで詳しくふれる必要はないっそれ

らは，受験生や親の余り関知しないことだから

である。 （それでも，正規の学歴を身につけていな

かった学者たち，たとえば，牧野富太郎博士や山田孝

雄博士などが，学内でうけた差別待遇し心ついてなら，

ある程度，一般の人にも知れ渡っていよう。）

そこで，第二のひらかれた学界の勢力分布で

あるが，われわれがなし得たことは，阪られた

綜合雑誌および新聞の学芸らんを中心とする登

場学者の勢力分布を見るにとどまった。表29

は，昭和29• 30両年度に中央公論・文芸春秋・

世界の三誌に執筆した学者の所属大学別であ

表29 三綜合雑誌に登場する学者の所属大学

論文・評論・解説 座談会・対談 l 小文・寸言•その他 I 計

東京 大 学 70 22.2% 54 40.3% 75 30.4% 199 28.6% 

京都大 学 35 11.1 5 3.7 20 8.1 60 8. 3 

法 政大 学 19 6.0 8 6.0 18 7.3 45 6.4 

学習院大学 26 8.. 2 7 5.2 12 4.9 45 6.4 

一橋 大学 20 6.3 15 11.2 3 1.2 38 5.5 

東京教育大学 11 3.5 5 3.7 15 6.1 31 4.5 

東京工業大学 8 2.5 4 3.0 11 4.5 23 3.3 

早稲田大学 12 3.8 4 3.0 6 2.4 22 3.2 

慶応大学 7 2.2 3 2.2 11 4.5 21 3.0 

名古屋大学 7 2.2 2 1.5 7 2.8 16 2.3 

都立大学 8 2.5 3 2.2 5 2.6 16 2.3 

11校小計 223 70.7 110 82.0 183 74.3 516 24.2 

その他の大学 92 29.3 24 18.0' 63 25.7 179 25.8 

計 315 100.0 134 100.0 246 100.0 695 100.0 
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る。この結果は，一見さきに示した実質上の学

校差とも食いちがうし，他の領域における社会

勢力分布とも一致しない。しかし，その不一致

の程度というものは，はかっているモノサシの

目盛を少し大きくとり，この調査に入る特別な

条件を考え合わせると，決して，不一致と云え

る殴どのものではないとも云えよう。何故な

ら，ここでも，全体の 4分の 1以上を東大一校

の所属学者によって，また，全体の 3分の 1以

上が僅か二つの大学の所属学者によって占めら

れているし，この表の10位までに入っているの

には，やはり有名校とか優秀校と目されている

ものが圧倒的に多い。そうして，ここでも，全

国 230にも及ぶ新制大学の中で約10校の所属学

者が 4分の 3までを占めているという集中状態

が見られる。雑誌の本拠が東京にあることを考

えれば，東北や関西以酉の諸大学が，ここに姿

を見せにくいことは当然であるし，特に，これ

ら雑誌ジャーナリズムにおける各校の頻度は

ー，二の活動家がいるかいないかによって大き

く左右される。これらの条件を考え合わせるな

らば，雑誌論壇についても，他の領域と大体同

じような，偏向分布を指摘してよいであろう。

これらを補う第二の調査は，大阪から発行さ

れる朝日・毎日・読売の三新聞につき，それぞ

れ昭和32年の 5月21日号から 6月20日号（朝日

のみ2月延長して11月20日）までの間の学芸らん

を注目して，そこに登場した学者の所属機関を

調べたものである（表30)。 ここでは，先の雑誌

の開査とは丁度逆に，新聞社の本拠が大阪であ

るために，執筆者の所属機関は関西にかたよっ

ている。しかし，この場合も，集中性について

は同様で，五つの大学の所属者が全体の54％を

占め，残りの46％は， 74という多数の大学所属

者の間に分散している。 （表30参照）。

ひらかれた勢力分布としてわれわれがここに

提出し得たものは僅かであるが，この他あるい

はラジオ放送の教養番組において，あるいは各

地の成人講座その他の講演会等において，世論

25)岩井宏融：競争・成功・出世

指導者として直接目にふれるところに出てくる

学者たちの勢力分布は，もとから一般社会人の

頭にある大学や学者へのイメージによって迎え

られ， またそれを強めたり，修正したりし乍

ら，現実の大学評価をつくりあげるメディアに

なっているものと考えられるのである。

政界 財界とともに，官界や学界にくらべれ

ば，比較的大学出，とくに旧帝大出独占傾向の

少いのがこの世界である。このことは，前に出

した人名録の集計にもみとめられるであろう。

表30 大阪発行三新聞の学芸らん論文執筆者の所

属機関

口朝日毎日讃売ー計

所属大学 件数 ％ 件 数 ％件数％件数％

京都大学 45 27.:31 1~ 15.1125 25.81 88 23.1 

東 京 大 学 22 13. 71 19 16.0/10 10.31 51 13.4 

大阪市立大学 12 7. 31 9 7. 51 6 6. 21 27 7. ! 

大 阪 大 学 11 6.71 3 2.51 6 6.21 20 5.3 

神 戸 大 学 5 3.01 7 5.9/ 8 8.31 20 5.3 

上記5校計 95 57.61 56 47.0155 56.81206 54.1 

その 74大学 70 42.41 63 53.0142 43.31175 45.9 

なかでも，設立当初から，大隈重信の腹心，小

野梓によって主宰された早稲田大学の政党政治

色ともいうべき特性は，今日の政界地図にも，

その伝統を印している。表31は，岩井宏融氏が

1956年版「現代日本新人物事典」から当時の閣

僚・知事・衆参両院議員の殆んど全部の出身学

校を調べられたものがあるので25l，その表をも

とに作製した政界学歴地図である。これで明か

なように閣僚と知事については，やはり東京帝

大出の進出が目覚しいが，衆院議員となると星

立出 40％に対して，私立大学出が 32%と大

きく食いこんでおり，東大出が群をぬいている

点ではかわりがないにしても，その集中傾向は

それ匠ど激しくない。衆・参両院とも早稲田が

第 2位を占めている。また，この世界は，赤門
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表31 政界の出身校別

閣

実数

僚知

％ 実数

事 衆議院 参議院

%1実数 ％ 実数 ％ 

計

実数 ％ 

東 大 11 58 17 40 120 27 82 37 202 36 
尽，． 大 2 11 7 17 27 6 13 6 40 6 

その他の国立大 1 5 15 3 11 5 26 4 

早 大 3 16 2 5 48 11 16 7 65 1 0 

日 大 1 2 21 5 1 

゜
22 3 

中 大 2 5 18 4 4 2 22 3 S 

慶 大 1 2 8 2 10 4 18 3 

その他の私立大 4 10 43 10 ， 4 

国軍の大外学お大よ学び 1 5 8 20 2 1 10 1 

大 子p 計 I 18 95 34 81 309 70 148 66 457 68 

専門大学

中学校

小学校

計

ー

19 
一

5

0

 

゜
一

5

3

 

42 

2

7

 

ー

100 

41 

50 

45 

9

7

0

 

2

2

2

 

9

1

0

 

1

1

 

3

2

9

 

1

1

 

445 100 I 224 100 

70 

77 

65 

669 

10 

12 

10 

100 

族と云っても，最初から政界またはその周辺か

らスクートした人は少く，桝田隆治氏の調査で

は，現在赤門代議士として活躍する 111人の衆

院麟員についてみると，その過半の64人までは

官僚出身であり，のこりの47人についても，弁

膜士・ジャーナリスト・大学教授などの自由職

業を振り出しに政界入りをしたのが14人，労働

運動からその道に入ったのが 5人， 「サラリー

マン街道のある地点から，この道に見切りをつ

けて政界に引っ越してきた人」が 6人というエ

合で， 「赤門を出たのち，政界とその周辺にス

タートを求めた人」は， 18人にすぎない26)。こ

のような点からしても，旧帝大出などで，もと

もと政界志望というのは決して多くないように

考えられるし，現在でも，多くもない議席を，

それも目のあたり見ているアクの強い選挙運動

を経て，手に入れるために，特定の大学に学ぼ

うというような青年が多いとは考えられない。

政界学歴地図においても東大・京大・早稲田出

などの相当な比重が見られることは事実だけれ

ども，この世界の勢力分布などは大学選択の動’

機づけとしての意味を考えるとき，非常に多く

の青年が恵まれた待遇を伴った職場として志望

もし，吸収もされる実業界に比べれば，全く比

較にならないであろう。

実業界 ーロに実業界といっても，日本の企

業にはピンからキリまであって，特に家族労働

に近いような小規模なものの多いのが一つの特

徴である。たとえば，高等教育修了者の就業先

として全産業の過半を占めている製造工業の部

門でも，事業所そのものを規模別に分けると，

従業員 9名以下のものが全体の 76.6%，さら

に， 49名以下のものをとれば全体の93.8％まで

がふくまれることになる27)。もちろん企業の規

模が大きくなればなる殴ど，エ員等の労務者の

割合が高くなって，大学・高専卒などの割合は

格段に低くなる。 この点について，文部省の

「職種と学歴」所掲の「経営規模別にみた産業

部門別従業員中に大学・高専卒業者の占める割

合」は，全産業では， 5～49人の規模におい

26)桝田隆治：学閥

27)第 7回日本統計年鑑
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て， 21.04％であるのに対して， 1,000人以上の

大企業では， 6.34％であり，特に紡織・化学肥

料製造•第一次金属製造等の製造工業部門で

は，その差が著しい。にもかかわらず，エ員等

単純労働への就業者が大きい割合を占める大企

業の方が，学歴別構成では高い中・小企業より

も，平均賃金においてははるかに高額である。

たとえば， 「第8回日本統計年鑑」によって，

全産業の事業所における1954年 5月の平均賃金

を調べて見ると， 9人までの事業所が 98.36円

であったのに比して， 50~99人の規模では12,5

06円と約1.3倍， 500人以上の大企業では， 17,5

70円と， 1.8倍の高さを示している。

このような検討からも明かなように，事実と

して，高等教育修了者の極めて多くが，中小企

業に吸いこまれているが，大学卒業者が理想と

して狙う就職先が，規模の小さい企業とは，待

遇において，あるいは将来性や安定性において

比較にならない大企業であることは云うまでも

ない。そこで，われわれの実業界に関する検討

も，批に一流会社と呼ばれているような大企業

のみに阪り，それらの企業体における，課長以

上の広い幹部層と，さらにその最上層に位す

る，社長・副社長・重役等のいわゆる役員層に

ついて，それぞれ，出身大学別の勢力分布を調

べてみることにしたい。

まず，役員についての勢力分布は，昭和31年

版大学篇就職準備事典（自由国民社刊）に掲載さ

れているものの中，役員の学歴が比餃的明瞭に

記入されている， 140社について，集計したも

のである。表32に見られるように，これらの大

事業所の役員は，その 3分の 1が東大出，これ

に京大，東京商大およびその前身である東京高

商と慶応・早稲田の二私大を加えると，役員全

体の 3分の 2に近い。この表にない各大学・高

専では，東北大が全体の 1.2％で，後は全部 1

％以下となっていた。なお，この 140社の中，

約半数の65社では，役員の半数以上 （半数をふ

くむ） が同じ大学出身社で占められ，その色分

けは，東大出で占められるもの38社，以下，慶

表32 主要会社の役員出身校

業 1事業 I 
その他その他 不 I

種 東大京大東商大慶応早稲田東高商九大神高商東高エの高専 計
所数 1 1 1 l 大学の学歴明 I
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応・東京商大（東京高商をふくむ）の各6'早稲

田の 5'京大の 4'神戸高商の 3'九大の 2'

長崎高商の 1となっている。

なお， われわれは， これだけの資料では若

干，心許ないと考え，全然別の角度から作製さ

れた，財界家系図 （人事興信所版，昭和31年刊）

についても，分析を試みた。なぜなら，実業界

を牛耳っている，いわゆる財閥というものは相

続によって継承されるとともに，財産的にバラ

ンスのとれた資本家相互間が姻戚関係を結ぶこ

とによって強化されるものであり，最上層幹部

は，能力や学歴の原理によってより，むしろ血

統や縁故の原理によって，その位置を得ている

という疑いがあるからである。われわれが先に

データ・ソースとして利用した入社試験を行う

企業体などは，比較的，血統や縁故の原理から

遠ざかっている傾向にあるものが多いとも考え

られるから，このような観点に立てば，不遁当

とも思われよう。ところが，財界家系図に掲載

されている財閥の有力者やその一統の出身学校

別も，先の結果とそれ殴ど異るものではないこ

とが判明した。即ち，対象総数 1,258人の中，

詳細な経歴不明の 83人を除く 1,175人につい

て，その学歴を調べた結果は，東大32.8%，慶

応18.1%，京大9.2%，早稲田8.3%，東京高商

6.1％であった。この 5大学の出身者で，全体

の74.5％となるから，その集中状態は，前掲

表32の場合より，むしろ著しいとさえ云える。

つぎに大企業の課長以上の層における出身学

校別勢力分布であるが，この方は，ダイヤモン‘

ド社の昭和30年版「会社職員録」に掲載された

ものの中，さきにかかげた役員について調べの

ついたものと重複する 128社をえらび，人員に

して 9.650名を対象とした。結果は，表33に示

すとおりであるが，こちらの方でも，東大出が

全体の 18.95％を占めて他をひきはなしてお

り，しまかに全体の 5％以上を占めるのは，塵応

・京大・東京商大・早稲田の 4校で，他は少し

表33 主要124における課長以上の学歴別構成

国立大学 私立大学 高等商業学校 高等工業学校 Iそ の 他

東 ＊ 1829l i | 18.95 慶大 6761 7.oo!神戸

京大 660 6.84 早大 492 5.10 東京

東商大 543 5.63 明大 193 2.00 小樽

九大 220 2.28 中大 160 1.66 長崎

東北大 187 1.94 日大 143 1.48 名古屋

北大 147 1.521法大 78 0.81 大阪

東工大
71 0.741I 立大

56 0.58 横浜

阪大 49 0.51関大 56 0.58 大倉

神商大 49 0.51専修大 34 0.35 山口

大商大 40 0.41同大 34 0.35 

その他 481 0.50その他 204 2.11 その他

計 [3,843¥39.821 
I 

2, 126j 22.031 

差があいて， 2％台以下となる。参考までに上

記 5校出身を合計すると全体の 43.52%となる

が，大学出身が全体の 61.85％であることと照

合すれば，大学出身者中の勢力分布は，上記 5

校の占有率が70.4％となり，東京大学出は大学

出幹部全体の30.7％となる。

135I 1 ， 1.4765409 9 9 9, 東京

109 1.13I i中学 210 2.18 

761 0. 横浜 47 0.49 商業 583 6.04 

67 0. 名古屋 46 0.48 工業 155 1.60 

39 0.40 高小 104 1.07 

0. 

0.48 その他 601 6.23 

0.39 不明 480 4.97 

0.37 

0.34 

383 I その他 389 4.03 

9181 9.51 I I 630/ 6.531総計 |9650/100.

もっとも，このように課長以上にまで幹部層

を広くとれば，これは先の最高幹部の場合とち

がって企業体の中堅幹部が同一校出身者でかた

められる度合は，それ探ど強くない。しかしそ

れでも，課長以上の30％以上が同一校出身者で

占められているものが， 124社の「 4分の 1」
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に当る31社あり，その内訳は，東大出のものが

24社，ついで慶応の 5社，京大と早稲田の各 1

となっている。甚しい例としては， T生命の75

％が慶応出であるといったケースをあげること

ができる。

もちろん，役員・幹部の絶対数が多い大学が

そのまま優秀校であるという論理は成立しな

ぃ。それは当然，各大学出身者の中，実業界に

入ったものを母数として，たとえばここに示す

ような出世の列に入った者の発生率を比較する

問題となるからである。 （発生率は，大抵の大学

が多くの学部をもっており，行く先も様々なので，正

確に比較することはできない。しかし，実業界と経済

学部といった祖い対応関係で見れば，少くとも最優秀

校の一つは東京商大であり，課長以上クラスの年令的

母集団として大正11年から昭和10年までの同校卒業者

をとったとぎ，たまたま調査対象になった 124社の幹

部になったものの発生率は 14.95％である。この数値

は，才：調査が，楔本数において決して小さくないこと

をも示していると考える。） しかし，社会勢力と

してものを云うのは，そのような発生割合では

なく，むしろ，ここにあげた絶対数であると考

えるべきであろう。

いま60オ位の長老紋が大学を卒業した年次と

いうものを考えてみると， 25オで大学を出たと

して大正12年である。ところが大正12年には，

すでに 6つの官立大学の他に， 4つの公立大学

と， 16の私立大学があり，卒業生の数でいう

と，官立大学の卒業生 1,210人に対して，私立

大学の卒業生は， 5倍の 6,489人を数えている

。この他に， 5つの官立専門学校， 4つの公立

専門学校， 69の私立専門学校があった28)。この

当時から戦前（昭和15年）までに， 官公立大学

は10校へ，私立大学は16校から26校へと増加

し，さらに専門学校は官公立11校より71校へ，私

立専門学校は69校から 122校へと大巾な増加を

見せたわけだが，大体，このような大正末期か

ら戦前までの大学・専門学校の卒業者で占めら

れている今の各界上層の学歴別勢力の分布とい

うものは上にみたとおりである。即ち，学界や

28)東洋径済新報社：明治大正国勢総覧

官界はいうに及ばず，政界の有力者も現代実業

界の幹部も，その過半が数校の特定大学出身者

で占められており，このような分布地図は，従

来の出世競争における特定大学出身株というも

のの値打ちをはっきりと示している。いいかえ

れば，現に日本社会の中枢的地位を占めている

人たちについて云えば，その生活史における生

存競争は，多分に学歴という「お守り札」でま

もられ，社会生活へのスタートにおける実質上

・使倖上の学歴別ハンディキャヅプは，卒業後

の能力競争による修正の機会を余り持たずにす

んできたかの感を与える。

だが，専門学校を一学部として吸収しつつ，

多くの新制大学が増設された今後も，従来のよ

うな勢力地図は維持されるものかどうか，ま

た，従来は卒業生の社会的地位の維持・強化を

促してきた「社会勢力上の学校差」が，文字ど

おりの学閥として，現在および今後の就職戦線

にも影響し，そこに不公平な能力外要素を加え

ることになるか否か，こういった点を明かにす

るためには，いまの就職戦線そのものを検討し

てみなければならない。

7.3.3就職場面ての学校差就職戦線にあらわれ

る学校差は，ある意味で，個人の能力差や各種

の学校差の集中的な表現場面である。各人の個

体差・能力差は，入学した大学での生活を通過

することによって，即ち，各大学のもつ教育能

力に影響されつつ，みがきをかけられる。しか

し就職は，このような学生の質プラス学校の実

質的教育能力の結果とも考えられる卒業時の能

カの争いとしてだけ決るのではない。そこに

は，未知数ではあるけれども，能力外の要因の

いくつかが慟き合っているというのが，多くの

ひとの個人的に経験し見聞する事実でもあり，

常識でもあろう。ただ，ここでは，間題意識の

性質からして，これら能力外要素の中で卒業校

のもつ社会的既得権としての値打を中心にとり

あげ，血縁や地縁に根ざす側面は省くことにす

る。そこで，われわれは，まず手始めに，代表
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的な企業における各大学の就職状況を比絞し

て，そこに現われている目下の学校差を通覧し

，これを，先に検討した実質上の学悛差とひき

くらべてみたい。その後そのひらきについて，

これらの企業体のとっている採用方式その他に

照して解釈してゆくという手順に従うこととす

る。

大企業における新規採用者の出身大学 われわれ

は，大企業における新規採用者の出身学校別分

布状態の調査に，自由国民社刊の1956年および

1957年版就職準備事典と，雑誌螢雪時代1956年

11月発行の臨時増刊における「大学就職一覧」

を利用した。これらの資料における総合的な新

規就職者の出身大学別は表34のとおりである。

ともかく，この表に明かなように，年度によっ

ても，両資料間にも，かなりの相違はあるが，

いづれの場合も絶対数において上位を占める 5

校は大体同じで，その 5校出身者が，全体の40

表34 大企業新規採用者の 出 身 学 校

＼＼  資料源

• ¥ 
大学名 ＼＼＼＼ 

螢雪

1955年

時代

1956年
．
 

準備

1955年

事典

1956年

東 大 251 (16.7) 251 (11. 9) 476 (16.1) 212 (19.1) 

早 稲 田 145 (9.6) 212 (10.0) 343 (11.6) 171 (15.0) 

慶 応 168 (11.2) 161 (7.6) 303 (10.2) 133 (11. 7) 
牙•又. 大 105 (7.0) 136 (6.4) 166 (5.6) 99 (8.7) 

橋 56 (3.7) 87 (4.1) 128 (4.3) 71 (6.2) 

上記 5大学計 725 (43.1) 847 (40.1) 1416 (47.8) 686 (60.7) 

絶対数順上位
10 大学計

その他の大学計

総 計 I 
企業体数 I

936 (62.2) 

570 (37.8) 

1506 (100) 

1146 (54.2) 

867 (45.8) 

2013 (100) 

1807 (60.9) 

1150 ($9.1) 

2957 (100) 

903 (79.8) 

236 (20.2) 

1139 (100) 

80 80 139 67 

~60％を占め，さらに絶体数における10位まで

のものを加えると， 50~80％に逹する。 6位か

ら10位に入る大学も大した変動はなく；旧帝大

4校に東京工大と神戸大学あたりが入る。もち

ろん，これは必ずしも各大学の就職成績におけ

る優劣をあらわす指標とはいいがたい。調査対

象、である企業体のえらび方が不適当でないとい

う仮定を許しても，優劣となれば実業界志望の

学生中，優秀企業に入り得たものの発生率のか

たちで示されねばならないからである。しか

し，優劣と全く無関係でないことは云うまでも

ないし，何よりも，現に進行しつつある実業界

の新しい勢力地図を示唆するものではあり得

る。ではここに予想される将来の勢力地図は，

まえに示したすでに形成されている現在の役員

や主要職員の勢力分布と，どのように異ってい

るだろうか。

そこで，もう一度，今の役職員の勢力分布を

もちだして比較してみよう（表35参照）。まず，

会社の最上層を占める役員については，すでに

表32に示したが，これは，丁度，ここに新規採

用者の出身学校謂べに使用したのと同じ， 1956

年版の自由国民社「就職準備事典」によつて計

算している。したがって，会社は殆ど全く同じ

ものを対象としているわけで，比較に好都合だ

が，こうして，両者を比べてみると次のような

相遵点と共通点を指摘することができる。ま

ず，相違点として，役員では東大出の32.9％が

断然2位以下を引きはなしているのに対して，

現在の就職戦線では，東大出がトヽy プであるこ

とにかわりはないが， 2位以下とのひらきは，

それ殴どひどくない。特に早稲田・慶応の 2私
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表35 役職員と新規就職者の出身大学別分布に
おける比較

＼＼  役職種 I
＼ 

1 新規就職者
i役 員課長以上

出身大学＼＼ゞ | 1955年 1956年

% ％1 % 1 % 
4 月 4 月

32. 91 27.11 16.11 19. 1 

8.21 9.81 5.61 8. 7 

6.61 9.21 4.~I 6.2 

6.ol 7.31. 10.61 15.o 

6.21 10.21 10.21 11.7 

59.91 63.71 47.81 60.7 

36.31 52.21 39.3 

100.01 100.ol 100.01 100.0 

標本：数|727¥ 67 451 29571 1139 

大は，従来の役員構成では 3位までを占めてい

た国立大学の間にわりこんで，大きな進出を見

せている。しかし，共通点として， 5位までに

入っている大学は同じ 5校であり， 10位までを

考えてみても，そこには強い継続的傾向がみら

れる。さらに，数値の上でも，役員の場合，上

位 5大学出身者が 59.9％を占めていたのに対

し，新規就職者でも47.8％と，特定校出身者の

独占的優位性がかなり保たれている。この点，

調査対象としての企業体数は半減しているが，

同じ「就職準備事典」の1957年版が1956年 4月

の採用者について掲載したものの場合では，役

員の場合よりも，さらに高い独占傾向が見られ

る。また，主要会社における課長以上の学歴別

構成は，さきに表33としてかかげたものである

が，これは，その際にも註釈したように，グイ

アモンド社の「会社職員録」に掲載された企業

の中， 「就職準備事典」のとり上げているもの

だけに限って，開査対象を統一したのであっ

て，この方も殆ど一致した企業体についての比

較である。ただ表35においては，新規就職者と

比較する便宜のため，大学出身者の構成比を示

すことにした。この場合も，同じようなことが

指摘できよう。即ち，これら三者の比較を通し

て今後の勢力地図を予想するとき，今までの

「しにせ」の独占傾向は多少減少しても，いま

なお，殴うかいしてはいないし，今後も，この

ような分布における集中性の高さは，容易に消

えさりそうもないということができそうであ

る。

就職成績と実質上の学校差との比較 就職成績と

いっても各大学や学部の卒業生の就職先につい

て，もうら的な調査を行い，それらの就職先の

すべてに有形無形の待遇や安定性についての適

確な評価を行うなどということはとてもできな

い相談である。そこで，われわれが，ここで就

職成績の指標に考えようとするのは，その殆ん

どが一般企業体に就職する経済学部と工学部の

二つの部門について，先に出した欧文社「螢雪

時代」の臨時増刊における， 「大学就職一覧」

に掲載された諸企業のーみを対象に，昭和31年 2

月の各大学・学部卒業生中，これら比較的恵ま

れた大企業への就職者の率を問うこととした。

ところで，この結果を，実質上の学校差に比餃

しようとすれば，われわれの場合，これは，さ

きに紹介した専門家の評価に関する開査の対象

ともなり，また進学適性検査の成績が明かにさ

れているものに限らざるを得ない。その結果，

経済学部関係については10大学，工学部関係に

ついては15大学についての比較が可能であるに

すぎなかった。しかし，これらの大学は，何れ

も，両学科に関する大学院研究科をもつ国立大

学の殆んどすべてであり，戦前からあった国立

大学は全部ふくまれているわけである。

まず，工学部について見てみよう。各大学工

学部についての専門家評価の嵩い順位に， 5つ

ずつ三つのグJレープをつくってみると，上位 5
ヽ

大学は専門家のみた実質上の学校評点におい

て，平均4.87を示し，何れも判定者の殆どすべ

てが標準以上にすぐれた学校であると認めたも

のであることを示している。われわれはこれを

AグJレープとよ底う （この際の評点法が，標準以

上に5，櫻準なみに3,標準以下に 1を配点した結果の

平均点であることは，実質上の学校差の項で説明され

ているとおりである）そうすると，専門家評点6

位から10位にある Bク‘Jレープの平均は3.45で，

その平均的性格は，判定者の過半が普通なみと
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認めたものと去えよう。ところで， 11位より15

位の Cグループは，同じ計算法でゆくと評点平

均1.77であり，平均的性格として判定者の過半

が糠準以下と認めているものであることが分

る。ところで，次にこれらの 3つのグループ

の，昭和27年度における進学適性検査の成績を

比較してみよう。ここで使うのは進適成績の粗

点ではなく，全受験者の平均点を50点とし，棚

準偏差を10点とした場合のいわゆる Tースコア

に直したものである。調査の対象になった二つ

の学部における各大学の合格者たちの平均は，

何れも受験者平均以上を示しているが，ともか

く，このTースコアで比較してみると， Aグル

ープが平均64.9, Bグループが61.l,Cグルー

プは59.2である。即ち，進適のTースコアにお

ける Aグループと Bグループの差は， 3.8, B 

グループと Cグループの差は 1.9であった。こ

のような数値の意味をもう少し説明してみる

と，かりに標準的な50人位の受験者集団，たと

えば高校か予備校のクラスを考えてみたとき，

Aグループの大学に合格した人というのは，進

適というモノサシではかられたある能力におい

て，大体クラスの 3~4番位であり， Bグルー

プ合格者の平詢は，同じクラスに位置づけると

6~7番， Cグループの合格者は 9番位の人間

だと云ってもよいであろう。

もっとも，専門家の評点と進適の成績とは必

ずしも一致しない。たとえば， Aグループの下

位 2校はBグルプの最上位より進適ではおとっ

ており， Bグループの上位2校は， Aグループ

に入っても，その最下位よりは勝っている。ま

たCグループの最上位は， Bグループに入ると

第 3位であり， Aグループの最下位よりは勝っ

ている。ところで，次に，同じくグループ単位

で大企業への就職者発生率の形で比べてみる

と，昭和27年に進適を受け大学に入学した学生

たちの卒業時である昭和31年の春には， Aグル

ープ卒業生の中14.2％が調査対象となった企業

体に採用されているのに対し， Bク"‘Jレープから

は 5.6%, Cグループとなると 3.7％である。

即ち，入学前の進適Tースコアにおける 3.8点

差 (50人のクラスにおける 3番位の差）は，大企業

への就職場面で 2倍半という差になってあらわ

れることになろう。これらの結果を一表にした

のが表36である。

同じことは，表37に示すとおり，経済学部関

係についてもみられる。経済学部の場合は，比

較できる対象が10大学だからA・B二つのグル

ープに分けて見よう。 Aグループは専門家評点

における上位5大学でその平均は4.47, Bグル

プは下位5大学で，平均評点は2.99である。と

ころで，これら両グループの進適成績を見る

と， T-スコアで 3.6の差を示し，さっきの50

人の榛準クラスをもち出して位置づけると， A

グループ合格者の平均64.8なら 3~4番程度，

Bグループ合格者の平均61.2は6~7番程度と

なる。そうしてここでも，専門家評点でこそA

グJレープに入った大学も，その中，下位の 2校

は， Bグループの第 1位より進適ではおとって

いるし， Aグループの最下位は， Bグループの

上位2校より下であると云った交錯がある。と

ころが，この場合も就職場面での成績となる

表36 工学部に関する専門家の評点・入学時の進適成績・卒業時の就職成績の比較

（大学院をもつ国立大学工学部について）

比較項目
ヽ`` 専門家評 進適成績の平均

就職成績

専門家評点 点の平均 (27年度） 調査対象企莱
順位によるグルーフ゜ への就戦数 1卒業生(30年度）就職者発生率

A 専門家評点上位5校 4.87 64.9 272 1912 14.2 ％ 

B 専門家評点中位5校 3.45 61.1 77 1381 5.6 

C 専門家評点下位5校 1.78 59.2 24 655 3.7 

その他の全大学工学部 256 8876 2.9 

計 629 12824 4.9 
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表37.経済学部に関する専門家の評点・入学時の進適成績・卒業時の就職成績の比較

（大学院をもつ国立大学の経・商学部について）

＼ 

専門家評点
＼専門家評進適成績の平均1 就 職 成 績

点の平均 (27年度） 調査対象企業
順侍によるゲループ ヘの就職数 1卒業生(30年度）l就職者発生率

％ 
A 専門家評点上位 5校 4.47 I 64.8 ・ 1 189 I 1515 I 12.5 

B 専門家評点下位 5校 2.91 I 61.2 I 31 I 959 I 3.2 

その他の全大学経・商学部

計

と， Aグループでは卒業生の12.5％が，これら

大企業に入社しているのに対し， Bグループで

は 3.2％と約 4分の 1である。ここでは，進適

Tースコアの 3.6点差が，就職場面では 4倍の

差となってあらわれている。しかし，これだけ

では，まだ，これら就職の成績が進適の能力相

応のところで決ったのか，そうでないかの見当

はそれ殴ど明瞭でないかも知れない。

そこで，われわれの企てた試みは次のような

ものである。即ち，調査対象となった大学中，

戦前からすでに存していたもの10の大学に限

り，工学系統も，経済系統も一緒にして，第 1

に，進適の順位，就職成績の順位，それに先の

表33にかかげたグイモンド社「会社職員録」に

おける実業界の社会勢力順位の 3者を比較して

みる。この中， 2つの大学は 1学部しかなかつ

たから，その学部の進適成績 （T-スコアだから

差支えない）と就職者発生率をそのまま使うが，

他の大学は，進適の場合は平均，就職発生率の

場合は就職者の合算を卒業生の合算で除したも

のを使った。こうして，進適の成績順位を中心

に就職成績を比較してみると，進適にあらわれ

た入学時の学生の能力順位よりも，就職成績の

順位の方がよい 4つの大学中， 3つの大学まで

は社会勢力上の順位でも進適の順位より高くな

っている。また逆に，進適の順位より就職成績

の順位では下がった 3大学は， 3大学とも，社

会的勢力の順位でも進適の順位より下がってい

る （表 38参照） このことは，就職戦績という

ものは社会的勢力の方向にひっ張られ勝ちであ

るということを示していそうである。少くと

496 I 28982 I 1. 7 

716 I 31456 I 2.3 

も，考慮すべき 7例の中， 6例がこの仮説を支

持している。

ついで，もう 1つの実質上の学校差の指槙で

ある専門家評点の順位を中心に，同じくこれを

就職成績の順位と社会勢力上の順位に比較して

みよう。そうすると，ここでは表39に示すよう

に専門家評点の順位 （これも経・エ2学部をとも

に有する 8大学はその平角をとった）より就職成績

の順位がまさっている 4大学は， 4大学ともに

社会勢力上の順位も専門家評点の順位よりまさ

っている。また逆に専門家評点の順位より就職

成績の順位がおとっている 2大学は，これまた

何れも社会勢力の順位が専門家評点の順位より．

おとっている。即ちこの方でも，専門家の評価

した実質上の学校差と就職成績との間に介在す

る食いちがいは，社会勢力上の学校差の方向に

表38 進適成績の順位と就職成績順位および社会

勢力上の順位間の比較

就職者発生率の 社会勢力上の学校
順 位

...4 進適における順位
-・・・----

差に翌ける順位

1 (17.2%) 1 (70.2) 1 (27.1) 

4 (13.0)→② (66.7)← 3 (9.2) ， (7.6)→⑤ (65.6)← 9 (1.3) 

2 (16.1)← 4 (64.9)← 7 (2.7) 

8 (8.4)→⑤ (64.8)←10 (0.7) 

3 (14.2)←⑤ (64.7)→ 2 (9.8) 

7 (8.5) 7 (62.3) 5 (2.8) 

5 (10.1)←⑤ (61.5)→ 6 (2.7) 

6 (8.9)←R  (61. 7)→ 4 (3.3) 

10 (4.7) 10 (59.7) 8 (2.2) 

註 →印は，順位の高いことをあらわす

0でかこんだものは，仮説に支持的なもの
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表39 専門家評点の順位と就職成績順位及び社会

勢力上の順位間の比較

就職者発生率の 社会勢力上の学校__,__専門家評価の順位順 位 差における順位

2 (16.1%)→① (5.00)→ 7 (2.7) 

1 (17.2)←R  (4.97)→ 1 (27.1) 

4 (13.0) 3 (4.,93) 3 (9.2) 

3 (14.2)→① (4.90)→ 2 (9.8) 

7 (8.5) 5 (4.14) 5 (2.8) ， (7.6)→R  (4.05)← 9 (1.3) 

6 (8.9)←⑦ (4.03)→ 4 (3.3) 

8 (8.4) 8 (3.93) 10 (0.7) 

5 (10.1)←R  (3.44)→ 6 (2.7) 

10 (4.7) 10 (3.11) 8 (2.2) 

註 →印は，順位の高いことをあらわす

0でかこんだものは，仮説に支持的なもの

ひきつけられていると云えそうである。考慮に

上る 6例の全部が仮設に支持的であり逆の例は

ない。こうして学生の質と専門家の評価する実

質上の学校差が就職成績順位との間にみせた食

いちがい方は， 13例中12例まで，社会勢力上の

学校差と実質上の学校差との間の食いちがい方

に対応している。

なお念のためこれら四つのインデックスの間

に存在するスピアマンの順位差柏関係数を計算

した結果は表40のとおりであった。まず，専門

表40 四つのインデックス間における順位差相関

関係（スピアマ‘./の相関係数）

専門家評
就朦者発1

社会勢力上

点の順位生率での
の学校差に

順 -あらわれた
ィ屹順 位

進適成績の順位 十o.746I+o.s1s1 +0.247 

専門家評点の順位 — +0. 7941 +0.539 

就戦者発生率での順位 — — +0.733 

家の評点順位は進適成績との間に＋ 0.746とは

っきりした相関をみせ，学生の質は入学時から

実質上の学校差に対応して分化するが，この学

生の質差がちょくせつ就職成績との間に示す相

関度 (p= +0.515) は，専門家評価による実質

上の学校差と就職成績との間の高相関 (p = + 

0.794)には及ばない。このことは，学生の質差

が，実質上の差をもつ学校スペクトルを通るこ

とにより，その差に照応した屈折を就職場面に

投影するという仮設を支持するように思われ

る。

それとともに，入学者の質をあら・わす進適の

順位は入学校の社会勢力上の順位との間に＋0.

247の弱相関を示すにすぎないが，進適成績順

位と就職成績順位との間には十 0.515の相関が

見られ，さらに就職成績の順位と社会勢力上の

順位では＋0.733の高い相関を得る。このよう

な点検からして，入学時における学生の質差は

社会的勢力を異にする大学スペクトルを通過す

ることにより，就職場面では社会的勢力の優劣

と照応する方向に屈折する傾向がうかがえそう

である。そこでわれわれは，この項でうかがえ

た就職場面における｀｀社会勢力上の学校差への

ゆがみ”を角度を変えて検討し，実質上の学校

差と社会勢力上の学校差の間にある食いちがい

に関する若干の説明根拠について，考えてみた

い。

就職における能力外要素の検討われわれは既

に，現在の就職場面において，それも大学卒業

者の多くが希望するような大企業では，少数の

特定校出身者が絶対数でも就職率といった相対

的意味においても，その他の多くの大学をひき

はなして優位に立っていることをみた。そこに

は，われわれが過去および現在の役職員の勢力

分布について見たと類似の集中傾向が看取され

る。ところで，いかにこれらの場合の分布型が

似通っていようと，これが大学卒業者の労働市

場における完全に公開的で公平な自由競争の結

果にすぎないとしたら，そこに学校差の間題は

あっても，学閥だとか能力外競争といった間題

は出てこない。しかし事実は先にみた集中傾向

は，必ずしも公平な公開競争の結果だけでない

と見るのが正しいようである。

われわれはこの点をはっきりさせるため主要

会社のとっている採用方式を検討してみた。集

計の対象としたのは，前掲「就職準備事典（自
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由国民社板）」に掲載されている210社である。

これらの社で用いられる採用方式は大まかにい

って，三つに分つことができる。その第ーは一

般公募の形であり，学校への推せん依頼も学内

選考もなく，文学どおりの公開競争の結果で採

用者を決めるものである。第2は，予め特定の

大学のみに推せんを依頼し，原則としては，依

頼校の推せん状をもつものだけを対象に，その

中から選抜を行うものである。したがって，始

めから推せん依頼や求人公告のゆかなかつた大

学や学部の出身者は，能力競争に加わる資格を

事前にうばわれていると云ってよいであろう。

第 3は縁故者の推せんや紹介のあるものだけを

対象に選抜を行うものである。ところで，この

ような 3つの規準から各社の採用方式を集計し

てみると，表41に示すとおり，もっとも多いの

は学校への推せん依頼方式で，不明を除く全体

表41 企業体の採用方式

-＼＼＼～ 就戦準備事典の集計
~、 資料源

採用方式 ～～ 
-~ 

＼＼＼＼実数 ％ 

1. ＿般公募 8 5.5 

2. 推せんを大学に依頼 68 46.6 

3. 縁故関係から詮衡 18 12.3 

4. 2と3の併用 50 34.2 

5. その他 2 1.4 

計 146 100.0 

不明および無回答

調査対象数

64209 

の46％を占め，これについで，縁故関係からの

推せん者と学校からの推せん者の両者について

詮衡を行う第 2と第 3の併用形式で34％となっ

ている。ついで，縁故関係だけに限定している

もので12%，無条件の一般公募を行うのは僅か

8件の 5％で取るに足らぬ筏どの少数である。

即ち，全体の 9割以上が，ある範囲の大学の出

身や縁故関係者だけに有利な方式を採用5てい

ると云えよう。

では，学校に推せんを依頼する場合，その推

せん範囲は，普通どのようなものであろうか。

この点については， 日経連の行った調査があ

り， 「昭和32年 3月大学，高校卒業予定者の採

用試験実施結果に関する調査報告」によると，

表42に示すとおり， 10校以内が過半を占め， 20

校までに限定するものが80％を超えることにな

る。もちろん，会社や官庁が推せん依頼を特定

校に限定することは，選考に要する多大の経費

や時間を節減する必要性に根ざしている。縁故

や大学の声望等にこだわらず，本当の実力者を

表42 推せん依頼校の範囲

依 頼 校数 1 実 数 ％ 

1 ~ 10 校 139 54.8 

11 ~ 20 校 68 25.8 

21 ~ 30 校 25 9.8 

31 校以上 22 8.6 

計 254 '100.0 

広く求めて入社させることが企業成績をあげる

上にも有利な結果をもたらすとは考えられる

が，事実上は，学歴出身校を無視して求人公告

を徹底させそれによって集る多数の志願者から

選考するのは容易ではない。対象をかりに大学

に阪っても， 200を超える 4年制大学，あるい

は短大をふくめて 500にも近い大学に推せん依

頼を行う煩を考えれば，特定校の恨定に第一次

選考の役目を負わせる手段がとられるのも止む

を得ないのかも知れない。ともかく，このよう

な考慮の結果として，現に，どこどこに推せん

依頼を阪定するかということになれば，結局，

最初から優秀な学生を集め，あるいは，過去の

実績に照して信用できるところ，幹部の母校と

いったことになるであろう。こうして，就職戦

線では，実質上の学校差が社会勢力上の学校差

によって迎いとられ，卒業時の実力は出身大学

如何によってハンディキャップをつけられる。

しかも，このような就職戦線での学校差が大学

進学をめざす青年たちの志望校選択における有

力な材料となり，これが実質上の学校差そのも

のを固定化させる一因となる。このようにみる

と，そこに一つの「悪循環系」が指摘できるで
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あろう。 の店員， F洋裁学校の生徒， K女子大学の学生たち

7.3.4.（附）配偶者選択条件としての学歴と学校差 で，計 392名の未婚女性である。この中， F百貨店の

われわれは，すでに社会勢力上の学校差と就職場面 店員と F洋裁学校の生徒は，いずれも学歴の点で大部

での学校差について検討を加えた。しかし，学歴や学 分が高校卒であり，それぞれ 100名を超える対象の

校差がものを云うのは決して，就戦時や戦場における 中，中学校卒や大学卒（短大をふくむ）は数名にすぎ

昇進・待遇についてだけではないo というよりも，学 なかった。

歴がこれらの重要な諾側面で大きくものをいうからこ まず第1間として，女性が結婚相手としてどのよう

そ，人間の交渉圏や配偶者の選択等その他の領域に な条件を重視するか，を見るため，年令・健康・家の

も，有力な条件としての影響力が波及するのである。 社会的地位・学歴・容姿・人柄•財産・戦業・収入・

われわれは能力上の限界からこのような側面について 趣味の10条件をあげ，結婚相手o具備すべき条件とし

の総括的な検討を行うことはで含なかったo ただいま て重要と考える順序に， 1から10までの番号を附して

の未婚女性の配偶者選択において学歴がもっている意 もらった。この結果は表43に示すとおりで， 10条件の

味の一端についてだけは，ごく簡単な調査を行うこと それぞれが占める順序は，各集団とも殆．ど同一であ

ができたo調査対象は何れも京都市内にある F百貨店 り，ここで間題にしている学歴は，健康・人柄・職業

表43 結婚相手の具備すべき条件に関する評価

霞-五□元------きこ［［」健康1人 柄1職業叡入1学歴1年令1趣味i胃習ふり喜容姿1財産l回答数

評点平均 1.4 I 2.3 I 3.8 I 3.9 I 5.4 I 6.3 I 6.6 I 7.4 I 7.8 I 8.9 
百貨店

頃位
1 125 

11 21 31 41 51 61 71 8 I 91 10 

麟学校 I
評点平均 1.4 I 1.~ I 3.8 I 4.8 I 5.o I 6.6 I 6.2 I 7.3 I 7.5 I 8.8 

順位 1 12  31 4 5  7 6 8 9 10 141 

評点平均 1.6 I 1.9 I 4.8 I 5.1 I 5.1 I 5.8 I 6.5 I 7.9 I 7.1 I 8.8 

女子大学 順 位 1 1 2 3 4 5 6 7 9 8 10 128 

I 

・収入などについで第5位に来るo叩ち，ここに見ら

れる限りでは，未婚女性が相手の学歴に示す関心しま，

他の諸条件に比して，それほど高いものとも思われな

い。

しかし第2間として， 「結婚ずる場合の相手の学歴

についてお尋ねしまずoO印をつけてお答え下さい」

という問いに対して「 (a)中卒でいい， （b)高校

卒でいい， （c)大学卒」という 3段階の答えを用意

したところ，その集計結果は表44のようになったo 即

ち，高校卒が 9割以上を占める百貨店と洋裁学校にお

いても，相手の学歴が高校卒でよいとするものは，そ

れぞれ'29.6％および19.2％にすぎず，百貨店店員の 3

分の 2以上は大学卒と答えている。これをもってして

も，第1問への答えでは，他の諸条件中におかれた場

合，それほど強い関心事とも見えなかった学歴は，決

表44 結婚相手に必要な学歴

三 ・1汀慧翌l大学校1無答i計

百貨店実数 ー 37 I 83 I 5 I 125 
-- % -29.6 66.41 4.0 /。
洋裁学校実数 ー I271 1111 3 141 

% - 19. 2 78. 7 -2. 1 1 00. o 

女子大学実数 ー 31121 41 128 

% I - I 2.3 I 95.6 I 3.1 1100.00 

して，配偶者には学歴など無くてよいということを意

味するのではなく，大学卒の女性なら95％までが，ま

た高校卒の女性でも70％以上が，相手の必要学歴を大

学卒と予定しているわけなのである。

ところで，彼女等が結婚相手に大学出を望む場合
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も，決して何処の大学出でもよいというのではない。

試みに，京都の女性達が知っていると思われる範囲の

21大学につぎそれぞれ相手の出身校として「希望す

る大学，我慢でぎる大学，希望しない大学」に分けて

もらったところ，各大学間には顕著な差が見られたo

女子大生では，過半が積極的に相手の出身校として希

望する大学が21大学中の 5校，過半が相手の出身校と

して希望しない大学が 6校であり，高校卒が中心の洋

裁学校や百貨店員でも，その過半の希望しない大学

が，それぞれ3校および2校数えられた。このように

して，学歴や出身学校は，現代でもなお配偶者の選択

条件としての意味を可成り強くとどめているように見

受けられる。

なお，調査の対象となった21大学中，前掲「会社職

員録」による社会勢力上の学校差の調査と比較できる

15大学について，両者の順位間相関を求めてみると，

スピアマンの順位差法を使った場合， p=+0.647の

相関が得られたことを附記しておこう。

7. 4.むすび

以上，われわれは，主として日本社会におけ

る学歴の意味および学校差の検討を通じて，戦

前から戦後の現在に及ぶわが国の入学競争の社

会的条件を追求してきた。しかし，角度をこの

ような中核的条件の把握ということにしぼりす

ぎたがために，これと関連しつつ働いている他

の多くの諸条件が見逃されていることは否めな

い。

そこで，われわれは以下むすびとして，入学

競争の促進条件を全体的に要約し，われわれの

研究を，このような全体的文脈の中に位置づけ

ておきたい。

わが国の入学競争が今に始まったものではな

く，相当の歴史を経たものであること，にもか

かわらず，現在の入学競争には，受験生の規模

において，またそれが絶対数における入学競争

でもある点において，戦前のものとは相異して

いる点については， すでに指摘した。 そうし

て，このような大学進学志望者の量的な飛躍的

増大の側面は主として戦後の社会的条件におけ

29) 人口大事典平凡社， 471頁より計算

る諸変化に依存しているものということができ

る。その主だったものは次のように要約してよ

いであろう。

(1) 敗戦とその後に行われた占領政策の結果

として，憲法・民法の改正，教育基本法の制定

等を始めとする民主主義的平等化の潮流が，急

速に促進された。教育の領域に阪定すれば，米

国教育使節団の勧告に従い，学校制度そのもの

が教育機会の均等を原則として大巾に改革さ

れ，これと並行して，国民の中にも機会均等の

原則が巾広く浸透することになった。

(2) 敗戦に伴う戦災，敗戦後の財産税の徴集

や農地解放，さらには労働運動の高まりなどに

より，階層移動や富裕度の平均化が行われた。

たとえば， 各年代の有業者 1人当り年間所得

を，勤労所得者と個人業主と農林水産業者にわ

けると， 1930年当時，国民の半数を占めていた

農林水産業層の平均所得に対し，勤労所得層は

その 3.8倍，個人業主所得では丁度 4倍であっ

たのに対し， 1955年では，同じく農林水産業所

得に対する平均所得倍率は，勤労所得が 1.9倍

個人業主所得は 3.2倍に減じている29)。

(3) 学校制度が改革され，戦前に中等の出世

コースに連る中等教育をうけるためには，義務

教育の上に 5年，さらに上級の出抵コースであ

った大学に入学するためには，その上に 6年の

オ月を必要としていたのに対し，戦後は，義務

教育が 9年になった一方，上綬の教育期間はそ

れぞれ短縮された。即ち，最低ー中等一高等と

いう観念上の学歴段階は， 6-5-6制から，

9-3-4制に変ったのである。このことは，

同じ無理なやりくりをして上級学校に進学する

にしても，無理の年限が短縮した感じをおこさ

せる。

(4-) 戦時中に発足した日本育英会の事業を中

心に，奨学資金制度が大きな発展をとげた。昭

和30年を例にとれば，大学在学生中の約18％に

あたる10万人以上が日本育英会の奨学資金を受

けており，国立大学の場合は約 3分の 1に及ん
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でいる30)0 

(5) 「一府県ー大学」 を最低基準とする戦後

の行政的措置により，多くの国・公・私立大学

が地方にも設置された。このことは，過去にお

いて，大都市から離れた地域の人びとに大きな

負担であった「遊学」に伴う経済的困難を，か

なりの程度，緩和することになった。

(6) 国民各層の要求水準が高まった一方，各

段階の学校卒業者が満足し得る職場は絶対的に

不足しており，このことが，それぞれの段階で

「不利な就職よりは，まだしも進学を」 という

態度を一般化した。

このような戦後あらたに発生した諸条件は，

互いに縦糸となり横糸となって，大学進学志望

者を急増し，ここに収容能力の増加数との間に

，大きなアンバランスをつくり出すことになっ

たと考えられよう。

しかし，こうはいっても，上記の諸条件は過

去に比しての進学志望者の激増を説明するにす

ぎない。即ち，これらの諸条件には，日本より

生活と生産の水準において高く，より近代的な

産業体制をもちながら，高等教育機関の数にお

いて日本より蓬かに少い文明諸国で，日本のよ

うな入学競争は行われていないという疑間への

答えはふくまれていないのである。また，すで

にふれたように、戦後の入学競争にも，特定大

学への著しい固執傾向は依然として見られるわ

けである。われわれが，入学競争のこのような

側面について答えを求めようとするとき，数十

年も前から日本に特有な形で存続してきた，ぃ

わば入学競争における伝統的な社会的諸条件に

目を向けねばならなくなる。

1953年，日本ヤスバース協会の招きで来朝し

た西ドイツの哲学者ゲルハルト ・ クナウス氏

は，日本の大学や学生に関する感想文「卒業免

状を追う若人」31)の中で次のように述べている。

「まず第一に日本へ来て私がおどろいたのは，

何とまあ日本では大学生がたくさんいるのだろ

3い文部省第83年報

31) 文芸春秋1957年10月号

うか，いうことである。……（西ドイツと日本の

大学生の数の比較は前掲表3参照）……どうして日

本の人たちは，こう誰も彼も大学へ行きたがる

のだろうか。私にはこの点がどうしても納得が

行かなかった。ところが，段々よくきいてみる

と，この国では「大学出」というレッテルが社

会へ出てからの収入や地位に決定的な影響を持

つということなのである。 ーときけばなるしま

ど，と大学へ入りたがる理由もわかる。しかし

，それにしても何故に大学卒業生と卒業しない

者とに，そんな区別をつけるのだろうか。」

ところで，日本人なら誰しも，クナウス氏が

首をかしげる「大学出といういy テルヘの特別

待遇」が，大学出とそうでないものとの間に存

しただけではなく，「どこの大学出か」 という

ことに関しても，同じような待遇差が存してい

たことを知っているはずであり，この研究のか

なりの部分はその実証にあてられたのであっ

た。

もちろん，学歴が社会的階層移動の昇降機と

しての意味をにない，そのような機能をもつも

のとして利用されているのは，程度の差こそあ

れ，殆ど性界共通の現象であろう。たとえば，

米匿に関しては， Warnerらの ‘‘Whoshall 

be educated?’'ゃ Havemannらの “They

went to college" の中に，また英国に関して

は Flouds らの ‘‘Social class and educa-

tional oppotunity"の中に，この種の指摘が

見られる。専門的あるいは管理的な職業殴ど高

い教養と知識と，したがって，それらを身につ

けるための長い訓練期間を必要としがちなのは

当然である。そうして，そのような地位の人に

高い待遇が伴いがちであることも不思議はな

い。しかし，過去の日本においては，高等教育

機関での生活が能力や教養を生み出すというこ

とから，学歴をもつものが一般に，自然と比較

的高い地位・待遇を得勝ちであったという単純

な関係につきないところに問題がある訳であっ
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た:そこで，日本の入学競争を，戦前からひき

つずき特異なものに規定した諸条件を，いまー

度ふりかえり，要約してみれば次のようなこと

が云えるであろう。

(1) もともと帝国の人材養成という国家的顧

慮とその大きな保護によって設立•発展させら

れてきた帝国大学という昇降機は，ただ実質的

にすぐれた研究・教育施設としての配慮がほど

こされてきただけでなく，特権的な終着駅に通

ずる昇降機としての性格をもたされてきた。そ

うして，この昇降機に乗った人びとは，山地愛

山の言葉をかりれば， 「日本の行政部を乗取っ

てしまった」ばかりでなく，あらゆる領域での

強固な社会的勢力になっていった。

(2) 文武官僚の世界において，奏任官一判任

官一雇員という職層は，学歴における大学出一

中学出ー小学出という階層秩序と，資格の点

で，かなり強く制度的に対応づけられ，このこ

とが日本の高等官僚の地位がきわめて高かった

ことと結びついて，大学なかんずく官僚への正

統コースである帝国大学の威信を高めた。

(3) 学歴や国立大学に示した政府の待遇差

は，一般民間企業にも一種の手本として波及す

ることになり，かんじんの「実力」という媒介

項をぬきにして学歴別肩書と差別的待遇が多分

に形式因果的に結びつけられた。このような待

遇差が，採用・初任給・昇進等にどのようにあ

らわれているかは，本文中に簡単ながら説明し

たとおりである。

(4) このような社会的意味をもってきた日本

における学歴は，結果として，それによって左

右され勝ちな職業評価や階層所属意識にも影響

を及匠すこととなった。たとえば，日本社会学

会調査委員会の行った「日本社会の階層的構造」

に関する調査によれば，今日でも階層判定の基

準として一番重要とされるものは学歴であり，

学歴は職業・収入・家柄・有名さ•財産など何

れより高い頻度を示している。こうして，学歴

はそれを具える人間の受くべき社会的待遇・能

カ・人間そのものの高扱さ等々の重要なシンボ

ルと観念され，人間の交渉圏や配偶者の選択条

件としても，極めて重要な要件とさえなってき

た。そうして，このようにしてつくり出された

「立身出世への道」としての学歴観の背後には，

形式的には「家名」に，より実質的には両親の

老後における生活保障につながる「家族ぐるみ

の立身出世主義」， あるいはそれを余儀なくさ

せる伝統と社会的条件が横たわっていたという

べきであろう。

いま，われわれの目の前に展開されている入

学競争は，先に述べた戦後的諸条件が，このよ

うな戦前からの諸条件に組み合わされた結果と

して理解されなければならない。そうして，こ

のような伝統的条件と戦後的条件の組み合わさ

り方の中，特に注意すべき点として，次のよう

な側面が指摘できる。その一つは，昔の専門学

校にとってかわった新制大学の大量発足がユ＝

ークな学校色をうすめて了い，このことが昔か

らあった高等教育機関の間の差異から性格的差

異を消して，同一系列上に並ぶ同質的学校差に

単純化したことである。このことは特定校集中

傾向を促進する方向に働くものと考えねばなら

ない。また第二の側面として，職業や地位にま

つわる貴賤観念や待遇差が多分に昔の形で存続

しているところで，学校制度の方だけが複線主

義から単線主義に切りかえられたというこど

は，恵まれた職業や地位に上るために単線中の

すぐれた昇降機を利用しようとする競争を強化

することにならざるを得ない。

以上が「入学競争の社会的条件」として，ゎ

れわれの考えるおおよそのみとり図である。そ

うして，この「みとり図」の中核こそ，進学や

大学選択のなまなましい動機づけとして働く学

校差の問題，即ち， 「実質上の学校差→社会勢

カ上の学校差→評価上の学校差→大学別入学生

の質的分化→実質上の学校差」と順次関連する

日本独特の本文中にとりあげた「循環系」にあ

ると考えたのであった。

このように現代日本にみられる入学競争の根

は意外に深いものであるかぎり， その解決の
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中，少くとも「すこしでもよい大学へ」という

相対的入学競争の解決は，各地区で個別的に行

われる補習授業の廃止や越境入学絶滅への斗

ぃ，さては試験間題の出し方や試験期日の変更

・調整などによるだけでは，決して十分の成果

を期待できないものといわざるを得ない。

だが早急な解決は困難としても，以上の所論

から解決のためのいくつかのメドを抽き出すこ

とはできるであろう。われわれは，最後にこれ

らの条件を要約列挙して，この稿を終りたいと

思う。

(1) 社会的需要に即した教育計画をたてるこ

と。この中には，特に各高等教育機関における

個性的特徴を強化し，各職場の要求する特殊的

な諸能力との対応的連結をはかることをふくん

でいる。

(2) それぞれの学歴に応じて，将来にも希望

を託し得る職場および待遇が用意されること。

(3) 官庁・企業体等における新規採用におい

て，少数特定校に対する恨定的すいせん依頼や

優先の方式を改めること。

(4) 青少年の進路決定において，本人の適性

と能力を重視する考え方を普及すること。

(5) 入学・就職・昇進等の諸場面において，

能力外要素の介入をできるかぎり制度的に排除

する仕組みを一般化すること。

【図の訂正】

頁 図

225 図 1（左下端）

226 図2（右の円グラフ）

226 図2（下端）

226 図2（下端）

226 図2（下端）

227 図4 （右下端）

(6) 家族的背景が入学競争に加える重圧を除

去するためには，考後の生活を安定させる社会

保障制度の確立をいそぐこと。

入学競争に伴う不合理と悲劇は，現に行われ

つつある諸対策がこれらの巾広い領域における

改善と結びつくとき，始めて真に解決の軌道に

乗るというのが，われわれの考えである。

〔附記〕 本稿は， 7.3.1.「実質上の学校差の

部分を永井道雄が，残りの部分は森口兼二が分

担執筆した。しかし，本精でとりあげた「入学

競争の社会的条件」は，昭和30年度に森口兼二

の演習として，また昭和31年度には京大教育学

部教育社会学部門（重松俊明・渡辺洋ニ・永井道堆

•森口兼二）の共同演習として研究を進めたため

ここにおさめられた諸資料の蒐集や本稿の作整

には多くの学生諸君の協力を得ている。特に

7.2. および 7.3.2.の部分については原芳男・

渡辺敬夫・八木密夫・中島淑夫・川瀬圭ニ・足

立喜代子・芦田謙ニ・高野明・岡田至雄・毛利

建雄の諸君， 7.3.1.については， 原芳男・柴

野昌山・富士貴志夫・柿沼康隆・渡辺敬夫に研

修生の三谷英雄・山田良一の両氏， 7.3.3.に

ついては助手の遠山順ーを中心に高比良房子・

藤本浩之輔らに負うところが多い。したがって

執筆の責任は，永井•森口にあるが，成果はこ

れら多数の共同によって生まれたものである。

誤 正

Z-Score T-Score 

全私立大 全私立大学

a 公 a公大

a経社 a経社た

k 私 k私大

K 大 k私大
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